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はじめに 

 

 本会では、県内中小企業における労働事情の実態を把握し、的確な労働対策を

実施することを目的として、毎年度、全国中小企業団体中央会と協力した全国統

一方式により、「中小企業労働事情実態調査」を実施しています。 

 

 本年度は、例年対象としている、経営状況や従業員の労働時間・休暇・賃金等

のほか、新規学卒者・中途採用者の採用状況、原材料費・人件費アップ等に対す

る販売価格への転嫁状況についても調査しました。 

 

このうち、経営状況については、１年前と比べ「良い」及び「悪い」とする事

業者はいずれも減少していますが、「悪い」が「良い」を上回っています。 

また、新規学卒者の採用状況については、採用実績人数が計画を大きく下回っ

ており、いずれの学歴区分においても充足率は３０％未満となっています。一方、

令和６年度の中途採用の採用状況について、充足率は８０．３％と過去 3 年間で

上昇傾向にあり、年齢層は「３５～４４歳」、採用の際に重視した要素は「経験を

活かし即戦力になるから」とした事業者が最も多く、即戦力として活躍できる人

材を求め採用できている状況が伺えます。 

  

 次に、原材料・人件費アップ等の販売・受注価格への転嫁状況については、「成

功した」とする事業者の割合は令和６年度に比べ減少しており、「光熱費・原材

料・仕入れ品の高騰」を経営上の障害として挙げた事業者が半数以上あるなど、

続く原材料費等の高騰が依然として企業経営に大きな影響を与えている状況が伺

える結果となっています。 

 

 終わりに、本調査の実施に当たりご協力いただきました組合並びに事業所各位

に対しまして厚くお礼申し上げますとともに、この報告書が今後の組合並びに組

合員企業の労務管理のお役に立てれば幸甚に存じます。今後とも一層のご理解と

ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

令和８年３月 

 

山口県中小企業団体中央会
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Ⅰ 調査の概要 

 

１ 概 要 

 

（１）調査目的 

   本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働対策

の樹立に資することを目的とする。 

 

（２）調査方法 

   本調査は、従業員３００人以下の山口県内の中小企業８００事業所に対して、全

国統一調査票を配布し、調査したもの。 

 

（３）調査時点  令和７年７月１日 

 

（４）調査対象 

① 調査対象事業所  ８００事業所（製造業：４４０、非製造業：３６０） 

  ② 有 効 回 答 数  ２４８事業所（製造業： ９５、非製造業：１５３） 

  ③ 回 答 率  ３１．０％ 

 

（５）調査項目 

① 従業員数について 

② 経営について 

③ 原材料費、人件費（賃金等）アップに対する販売価格への転嫁の状況について 

④ 従業員の労働時間について 

⑤ 従業員の有給休暇について 

⑥ 同一労働同一賃金への対応について 

⑦ 新規学卒者の採用について 

⑧ 従業員の中途採用について 

⑨ 賃金改定について 

⑩ 労働組合について 

⑪ 労使コミュニケーションについて 

 



（単位：上段実数、下段％）

1～4人 5～9人 10～20人21～29人

15,371 5,294 2,486 2,808 5,302 3,573 1,729 3,719 1,056 484,391 336,698 147,693

100.0 34.4 16.2 18.3 34.5 23.2 11.2 24.2 6.9 31.51 69.5 30.5

248 87 41 46 87 60 27 59 15 7,326 5,373 1,953

100.0 35.1 16.5 18.5 35.1 24.2 10.9 23.8 6.0 29.54 73.3 26.7

95 28 9 19 31 20 11 30 6 3,207 2,291 916

100.0 29.5 9.5 20.0 32.6 21.1 11.6 31.6 6.3 33.76 71.4 28.6

23 9 4 5 9 4 5 5 403 147 256

100.0 39.1 17.4 21.7 39.1 17.4 21.7 21.7 17.52 36.5 63.5

3 1 1 1 1 171 54 117

100.0 33.3 33.3 33.3 33.3 57.00 31.6 68.4

7 4 1 3 1 1 2 155 125 30

100.0 57.1 14.3 42.9 14.3 14.3 28.6 22.14 80.6 19.4

7 1 1 5 1 365 231 134

100.0 14.3 14.3 71.4 14.3 52.14 63.3 36.7

25 7 2 5 10 7 3 7 1 825 701 124

100.0 28.0 8.0 20.0 40.0 28.0 12.0 28.0 4.0 33.00 85.0 15.0

2 1 1 251 183 68

100.0 50.0 50.0 125.50 72.9 27.1

16 5 1 4 5 5 5 1 530 469 61

100.0 31.3 6.3 25.0 31.3 31.3 31.3 6.3 33.13 88.5 11.5

7 1 1 2 1 1 3 1 397 315 82

100.0 14.3 14.3 28.6 14.3 14.3 42.9 14.3 56.71 79.3 20.7

5 1 1 3 2 1 1 110 66 44

100.0 20.0 20.0 60.0 40.0 20.0 20.0 22.00 60.0 40.0

153 59 32 27 56 40 16 29 9 4,119 3,082 1,037

100.0 38.6 20.9 17.6 36.6 26.1 10.5 19.0 5.9 26.92 74.8 25.2

1 1 1 29 24 5

100.0 100.0 100.0 29.00 82.8 17.2

11 1 1 5 3 2 3 2 851 705 146

100.0 9.1 9.1 45.5 27.3 18.2 27.3 18.2 77.36 82.8 17.2

75 24 6 18 36 24 12 12 3 1,801 1,506 295

100.0 32.0 8.0 24.0 48.0 32.0 16.0 16.0 4.0 24.01 83.6 16.4

22 4 4 12 8 4 5 1 624 527 97

100.0 18.2 18.2 54.5 36.4 18.2 22.7 4.5 28.36 84.5 15.5

18 8 1 7 8 4 4 2 284 229 55

100.0 44.4 5.6 38.9 44.4 22.2 22.2 11.1 15.78 80.6 19.4

35 12 5 7 16 12 4 5 2 893 750 143

100.0 34.3 14.3 20.0 45.7 34.3 11.4 14.3 5.7 25.51 84.0 16.0

33 16 11 5 9 8 1 5 3 817 532 285

100.0 48.5 33.3 15.2 27.3 24.2 3.0 15.2 9.1 24.76 65.1 34.9

16 8 6 2 5 4 1 2 1 337 236 101

100.0 50.0 37.5 12.5 31.3 25.0 6.3 12.5 6.3 21.06 70.0 30.0

17 8 5 3 4 4 3 2 480 296 184

100.0 47.1 29.4 17.6 23.5 23.5 17.6 11.8 28.24 61.7 38.3

33 18 15 3 5 5 9 1 621 315 306

100.0 54.5 45.5 9.1 15.2 15.2 27.3 3.0 18.82 50.7 49.3

4 2 1 1 1 1 1 49 39 10

100.0 50.0 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 12.25 79.6 20.4

29 16 14 2 4 4 8 1 572 276 296

100.0 55.2 48.3 6.9 13.8 13.8 27.6 3.4 19.72 48.3 51.7

サ ー ビ ス 業

情 報 通 信 業

運 輸 業

建 設 業

卸 売 業

小 売 業

卸 ・ 小 売 業

 非製造業　計

２　回答事業所の概要

事業所
数

機 械 器 具

そ の 他

対 事 業 所
サービス業

対 個 人
サービス業

 R7 全　国

 R7 山口県

 製造業　計

食 料 品

繊 維 工 業

木材・木製品

設備工事業

化 学 工 業

金属、同製品

総合工事業

職別工事業

印刷・同関連

窯 業 ・ 土 石

女　性
1～9人

10～
29人

上段･
実数合計
下段･
平均値

30～
99人

100～
300人

事業所従業員規模

男　性

2
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Ⅱ 調査結果の概要 

調査結果の主な特徴は次のとおりである。        （調査時点：令和７年７月１日） 

項    目 特    徴 

雇用形態別構成比 「正社員」は、山口県７６．８％、（男性：87.5％、女性：54.8％） 

経営状況 「良い」１６．２％、「悪い」３１．２％、「変わらない」５２．６％ 

主要事業の今後の方針 「強化拡大」２７．６％、「現状維持」６７．１％ 

経営上の障害 「人材不足（質の不足）」が５４．７％で最多 

経営上の強み 「技術力・製品開発力」が２９．１％で最多 

労働生産性を高めようとして行っ

た取り組み 

「仕事内容・進め方の見直し」が３５．４％で最多 

原材料費、人件費等の増加による

販売・受注価格への転嫁状況 

「価格の引上げ（転嫁）に成功した」が４７．０％で最多だが前年に比べ

０．８ポイント減少している 

一年前と比べた価格転嫁率の状況 「１０％未満」が４３．９％で最多だが、３０％以上が前年に比べ４．２

ポイント増加 

原材料、人件費、利益を含めた販

売価格への転嫁の内容 

「原材料分」が６７．７％で最多。「人件費引上げ分」が５６．４％で前

年に比べ２１．０ポイント減少している 

週所定労働時間 「４０時間」が、４５．１％で最多 

月平均残業時間 「１時間～１０時間未満」が３７．４％で最多（平均：７．５時間） 

年次有給休暇の 

平均付与日数・平均取得日数 

平均付与日数は、「１５～２０日未満」が４８．９％で最多 

平均取得日数は、「１０～１５日未満」が４６．４％で最多 

年次有給休暇の取得率 「７０～１００％」が４３．０％で最多 

同一労働同一賃金への対応 「対象となる従業員はいない」が３３．５％で最多 

令和７年度の新規学卒者採用計画 「採用計画を行わなかった」が６８．０％で最多 

令和７年３月新規学卒者の 

採用充足状況 

「高校卒」、「専門学校卒」、「短大卒；含高専」、「大学卒」すべての充足率

が低下している。 

令和７年３月新規学卒者の 

初任給 

令和６年３月と比べると高校卒は、技術系、事務系ともに増加しており、

大学卒は、技術系で減少、事務系は増加している。 

令和６年度中途採用者の採用計画

と採用充足状況 

「採用計画をし、実際に採用を行った」が４８．０％で最多 

充足率は８０．３％と前年度より０．７ポイント増加 

令和６年度中途採用者の年齢層 「３５～４４歳」が２３．９％で最多 

中途採用の際に重視した要素 「経験を活かし即戦力になるから」が４６．１％で最多 

賃金改定実施状況 「引上げた」が５６．１％と最多 

平均昇給額 平均昇給額１０，５８４円で、令和６年度より２，３９４円増加 

賃金改定の内容 「定期昇給」が 62.4％、「ベースアップ」が 34.1％と前年より増加 

賃金改定の決定要素 「労働力の確保・定着」が６４．３％で最多 

労働組合 「ある」は、山口県１０．１％、全国６．８％ 

労使の意見を収集し協議を行う機

会や場 

「特に設けていない」が７１．３％で最多 

労使協議の機会や場で行っている

協議内容 

「労働時間・休日・休暇に関する事項」が７３．５％で最多 

 



正社員
パート

タイマー(常
用)

パート
タイマー(非

常用)
派　遣

嘱託・契約
、その他 正社員

パート
タイマー(常

用)

パート
タイマー(非

常用)
派　遣

嘱託・契約
、その他 正社員

パート
タイマー(常

用)

パート
タイマー(非

常用)
派　遣

嘱託・契約
、その他

75.4 14.6 2.3 7.8 84.2 6.2 1.7 8.0 55.9 33.3 3.6 7.3

75.2 14.0 1.6 2.1 7.1 83.8 6.2 0.9 1.6 7.5 56.1 31.4 3.1 3.1 6.4

75.2 14.0 1.6 2.1 7.1 83.8 6.2 0.9 1.6 7.5 56.1 31.4 3.1 3.1 6.4

74.6 2.4 8.1 83.4 1.8 8.3 55.5 3.5 7.5

76.3 2.5 8.1 83.5 1.9 8.4 57.3 3.6 7.4

76.8 16.5 1.1 5.7 87.5 5.6 0.8 6.1 54.8 39.0 1.6 4.7

74.3 17.2 1.3 7.1 85.0 6.1 1.2 7.7 52.6 40.0 1.6 5.9

79.7 13.6 0.7 5.9 87.3 5.4 0.4 6.9 61.4 33.5 1.5 3.6

76.9 0.9 6.1 85.3 0.7 7.2 57.0 1.3 3.6

76.3 1.6 8.6 83.4 1.4 9.2 58.5 2.3 7.2

1 ～   9人 77.0 2.2 5.5 85.0 5.7 65.4 0.7 2.2

1 ～   4人 73.6 0.2 5.4 89.6 4.2 69.8 2.3

5 ～   9人 78.5 0.3 5.5 84.1 6.0 63.4 1.1 2.2

10 ～  29人 79.4 7.1 5.8 88.4 0.3 5.2 66.7 3.0

10 ～  20人 82.7 0.3 4.3 89.1 0.5 3.9 75.9 0.8

21 ～  29人 74.5 0.8 8.0 87.3 7.2 55.0 5.9

30 ～  99人 75.7 15.2 7.1 81.0 1.9 8.8 49.7 4.4 7.0

100 ～ 300人 85.8 0.2 6.3 83.0 1.6 12.0 65.4 0.9 11.0

80.4 2.2 7.8 86.2 2.1 8.3 65.7 2.2 6.9

59.2 0.2 3.4 79.5 2.0 47.3 0.4 4.3

86.0 100.0 79.5

81.2 7.1 4.1 85.0 3.8 4.5 67.6 18.9 2.7

88.5 0.3 4.9 93.1 0.4 5.6 80.6 3.7

82.0 0.8 12.5 83.8 0.7 13.1 71.9 1.6 8.6

69.3 15.2 10.5 78.0 16.1 3.2 44.9 12.8 30.7

88.5 0.2 13.9 88.7 10.0 87.1 1.6

82.0 1.0 9.2 87.1 1.3 8.5 62.2 12.2

93.6 98.5 86.4

73.5 1.3 9.2 81.4 0.8 9.8 53.3 2.4 7.6

91.4 8.6 90.0 10.0 100.0

76.3 0.5 14.4 80.2 13.5 60.5 2.5 18.0

88.2 0.4 6.8 89.9 0.4 7.8 79.7 0.3 2.0

総 合 工 事 業 90.3 0.8 5.7 91.4 0.9 6.4 84.3 2.0

職 別 工 事 業 84.4 9.6 86.4 11.1 75.9 3.4

設 備 工 事 業 88.1 0.2 6.7 90.0 0.1 7.7 78.1 0.7 1.4

74.2 0.5 5.8 79.1 0.7 7.0 64.9 3.5

卸 売 業 82.8 8.5 80.5 10.8 88.2 2.9

小 売 業 68.2 0.8 3.9 78.0 1.3 3.9 52.2 3.8

38.7 4.8 11.4 53.4 4.5 13.9 26.8 5.0 9.3

対事業所サービス業 47.0 32.0 6.0 67.2 24.1 8.6 19.0 42.9 2.4

対 個 人 サ ー ビ ス 業 37.6 1.4 12.0 51.0 1.2 14.9 27.5 1.5 9.9

16.2 6.9 38.1

33.56.415.0

44.1

58.9

19.0

18.0

13.7

20.7

16.7

28.2

6.3

1.9

1.3

2.5

2.8

1.3

3.1

8.0

32.9 61.0

31.6

27.9

33.3

30.3

23.2

39.2

38.9

22.6

25.4

48.1

20.5

10.8

15.7

18.0

2.1

13.2

8.7

35.7

19.9

31.6

8.8

15.0

48.9

9.3

6.3

9.9

6.1

6.5

5.4

8.3

3.4

3.4

18.5

6.8

0.9

2.4

19.5

5.0

8.7

27.1

45.2

4.6

R6 山 口 県

R5 山 口 県

13.4

6.3

6.1

31.6

32.0

3.3

11.5

11.3

25.6

13.6

36.8

9.6

17.3

20.9

15.7

14.6

12.8

17.3

15.8

7.1

金 属 、 同 製 品

1.5

6.0

5.1

2.4

7.7

6.4

16.0

37.2

14.0

7.6

6.3

4.7

8.8

R3 山 口 県

（単位：％）

　雇用形態別構成比は、山口県全体で「正社員」７６．３％、「パートタイマー（常用、非常用）」１３．４％、「派遣」
１．６％、「嘱託・契約、その他」８．６％となっている。また、男性の「正社員」は８３．４％であるのに対し、女性の
「正社員」は５８．５％と低く、パートタイマーが多い。

R4 山 口 県

R3 全 国

R4 全 国

全体

13.4

製 造 業 計

男性 女性

１　従業員の雇用形態について

卸 ・ 小 売 業

機 械 器 具

そ の 他

R6 全 国

非 製 造 業 計

化 学 工 業

窯 業 ・ 土 石

情 報 通 信 業

木 材 ・ 木 製 品

食 料 品

繊 維 工 業

印 刷 ・ 同 関 連

R7 山 口 県

サ ー ビ ス 業

運 輸 業

建 設 業

R7 全 国

R5 全 国

76.3 76.3
80.4

73.5

13.4 13.4
9.6

16.0

2.5 1.6 2.2 1.3
8.1 8.6 7.8 9.2

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

R6 全国 R6 山口県 製造業 非製造業

（％） 雇用形態別構成比

正社員

パート

タイマー

派 遣

嘱託・契約

、その他
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（単位：％）

良　い 変わらない 悪　い

15.7 42.9 41.4

17.2 47.3 35.5

20.1 50.5 29.4

17.7 50.1 32.2

17.2 52.3 30.6

14.3 39.1 46.7

14.5 44.6 40.9

17.8 51.3 30.9

21.3 46.5 32.2

16.2 52.6 31.2

1 ～   9人 12.6 52.9 34.5

1 ～   4人 12.2 56.1 31.7

5 ～   9人 13.0 50.0 37.0

10 ～  29人 18.4 52.9 28.7

10 ～  20人 16.7 56.7 26.7

21 ～  29人 22.2 44.4 33.3

30 ～  99人 19.0 48.3 32.8

100 ～ 300人 13.3 66.7 20.0

13.7 48.4 37.9

30.4 43.5 26.1

33.3 66.7

57.1 42.9

28.6 71.4

8.0 52.0 40.0

50.0 50.0

6.3 50.0 43.8

14.3 71.4 14.3

60.0 40.0

17.8 55.3 27.0

100.0

18.2 45.5 36.4

22.7 60.0 17.3

総 合 工 事 業 13.6 63.6 22.7

職 別 工 事 業 22.2 50.0 27.8

設 備 工 事 業 28.6 62.9 8.6

9.1 39.4 51.5

卸 売 業 56.3 43.8

小 売 業 17.6 23.5 58.8

15.6 62.5 21.9

対事業所サービス業 25.0 75.0

対 個 人 サ ー ビ ス 業 14.3 60.7 25.0

繊 維 工 業

食 料 品

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

製 造 業 計

２　経営について
　①　経営状況

R3 全 国

R5 全 国

R4 全 国

　経営状況は、前年と比べ「良い」とする事業所の割合は１６．２％と５．１ポイント減少している一方、「悪い」
とする事業所の割合も３１．２％と１．０ポイント減少している。

そ の 他

非 製 造 業 計

窯 業 ・ 土 石

化 学 工 業

運 輸 業

金 属 、 同 製 品

サ ー ビ ス 業

卸 ・ 小 売 業

建 設 業

情 報 通 信 業

機 械 器 具

R4 山 口 県

R6 山 口 県

R7 山 口 県

R6 全 国

R5 山 口 県

R3 山 口 県

R7 全 国

14.3 14.5

17.8
21.3

16.2

39.1

44.6

51.3

46.5

52.6

46.7

40.9

30.9 32.2

31.2

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

R3 R4 R5 R6 R7

経営状況

良 い 変わらない 悪 い

（％）
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（単位：％）

強化拡大 現状維持 縮小 廃止 その他

28.4 65.2 4.9 0.8 0.6

30.2 64.2 4.4 0.7 0.5

32.3 62.7 4.0 0.6 0.4

32.4 62.0 4.5 0.7 0.5

31.3 62.5 4.8 0.9 0.4

24.6 69.3 4.4 1.2 0.5

26.3 69.2 4.3 0.3

28.4 69.0 2.6

25.5 67.5 5.6 0.0 1.4

27.6 67.1 5.3

1 ～   9人 12.6 75.9 11.5

1 ～   4人 19.5 65.9 14.6

5 ～   9人 6.5 84.8 8.7

10 ～  29人 34.9 61.6 3.5

10 ～  20人 30.5 64.4 5.1

21 ～  29人 44.4 55.6

30 ～  99人 41.4 58.6

100 ～ 300人 20.0 80.0

31.9 60.6 7.4

45.5 45.5 9.1

66.7 33.3

71.4 28.6

71.4 28.6

20.0 76.0 4.0

50.0 50.0

37.5 56.3 6.3

14.3 85.7

80.0 20.0

25.0 71.1 3.9

100.0

27.3 72.7

25.3 72.0 2.7

総 合 工 事 業 36.4 63.6

職 別 工 事 業 16.7 77.8 5.6

設 備 工 事 業 22.9 74.3 2.9

24.2 66.7 9.1

卸 売 業 18.8 75.0 6.3

小 売 業 29.4 58.8 11.8

21.9 75.0 3.1

対 事 業 所 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業 100.0

対 個 人 サ ー ビ ス 業 25.0 71.4 3.6

　②　主要事業の今後の方針

　主要事業の今後の方針は、「現状維持」が６７．１％で最も多く、次いで「強化拡大｣が２７．６％、「縮
小」が５．３％となっている。

R7 全 国

R4 全 国

R3 全 国

R5 全 国

R6 全 国

窯 業 ・ 土 石

化 学 工 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

R6 山 口 県

R5 山 口 県

R4 山 口 県

R3 山 口 県

サ ー ビ ス 業

印 刷 ・ 同 関 連

卸 ・ 小 売 業

製 造 業 計

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

R7 山 口 県

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

運 輸 業

建 設 業

24.6 26.3 28.4 25.5 27.6

69.3 69.2 69.0 67.5 67.1

4.4 4.3 2.6 5.6 5.3

0.5 0.0 0.0 1.4 0.0
0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

R3 R4 R5 R6 R7

主要事業の今後の方針
強化拡大 現状維持

縮小 その他（％）
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労
働
力
不
足

（

量
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不
足
）

人
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不
足

（

質
の
不
足
）

労
働
力
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人
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の
減
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製
品
開
発
力
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販
売
力
の
不
足

同
業
他
社
と
の

競
争
激
化

光
熱
費
・
原
材
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・

仕
入
品
の
高
騰

製
品
価
格
（

販
売

価
格
）

の
下
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納
期
・
単
価
等
の
取

引
条
件
の
厳
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さ

金
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資
金
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り
難

環
境
規
制
の
強
化

29.9 46.5 1.9 16.1 40.5 10.9 22.5 33.6 5.1 11.0 6.8 4.6
35.8 47.8 1.3 16.7 32.3 7.8 17.7 55.4 3.0 13.1 5.9 3.1
39.2 48.4 1.2 22.5 27.9 7.3 16.0 57.7 2.7 11.1 5.5 2.9
39.4 50.5 1.5 30.4 33.1 8.2 17.5 55.6 2.9 10.3 6.7 3.7
37.2 51.2 1.5 32.7 31.9 7.5 15.3 50.3 2.3 6.9 6.1 3.0
30.0 46.6 1.3 17.6 42.3 10.3 18.1 29.5 4.5 8.3 7.8 4.0
36.6 44.9 1.3 13.6 37.2 7.2 19.8 55.6 2.9 11.2 7.8 2.1
40.7 45.0 0.6 22.6 26.6 6.3 17.2 57.0 1.1 9.7 4.3 3.2
44.3 52.6 1.4 29.3 29.6 6.6 18.5 53.7 1.0 8.4 3.8 4.2
39.2 54.7 2.0 31.0 29.4 7.3 16.7 46.9 0.8 6.5 3.3 2.4

1 ～   9人 25.0 41.7 17.9 41.7 8.3 16.7 48.8 1.2 4.8 2.4 2.4
1 ～   4人 23.1 23.1 10.3 33.3 5.1 17.9 61.5 2.6 2.6
5 ～   9人 26.7 57.8 24.4 48.9 11.1 15.6 37.8 2.2 8.9 2.2 2.2

10 ～  29人 46.0 55.2 2.3 36.8 23.0 6.9 18.4 44.8 1.1 8.0 3.4 4.6
10 ～  20人 48.3 56.7 1.7 35.0 21.7 6.7 20.0 43.3 1.7 5.0 5.0
21 ～  29人 40.7 51.9 3.7 40.7 25.9 7.4 14.8 48.1 14.8 11.1 3.7
30 ～  99人 49.2 67.8 3.4 42.4 25.4 6.8 11.9 44.1 6.8 5.1

100 ～ 300人 40.0 73.3 6.7 26.7 13.3 6.7 26.7 60.0 6.7
30.9 48.9 1.1 34.0 43.6 13.8 9.6 53.2 1.1 9.6 6.4 1.1
31.8 27.3 40.9 40.9 22.7 4.5 68.2 9.1 4.5

66.7 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3
28.6 42.9 14.3 57.1 28.6 42.9 14.3 14.3
28.6 28.6 14.3 42.9 57.1 14.3 14.3 57.1 14.3 28.6
36.0 68.0 28.0 52.0 12.0 4.0 52.0 4.0 4.0

100.0 50.0 50.0
31.3 43.8 43.8 50.0 6.3 18.8 50.0 12.5
14.3 100.0 28.6 42.9 28.6 14.3
20.0 20.0 40.0 40.0 40.0 20.0 40.0 20.0
44.4 58.3 2.6 29.1 20.5 3.3 21.2 43.0 0.7 4.6 1.3 3.3

100.0 100.0 100.0
40.0 70.0 10.0 40.0 30.0 40.0 10.0 10.0
52.0 65.3 4.0 32.0 13.3 2.7 24.0 32.0 1.3 6.7 1.3 1.3

総 合 工 事 業 59.1 72.7 40.9 18.2 36.4 13.6 4.5 4.5
職 別 工 事 業 55.6 61.1 11.1 22.2 16.7 11.1 38.9 5.6 16.7
設 備 工 事 業 45.7 62.9 2.9 31.4 8.6 28.6 40.0 5.7

33.3 60.6 18.2 45.5 6.1 21.2 39.4 3.0 3.0 3.0
卸 売 業 18.8 50.0 6.3 43.8 6.3 25.0 50.0 6.3 6.3
小 売 業 47.1 70.6 29.4 47.1 5.9 17.6 29.4 5.9

40.6 34.4 28.1 9.4 3.1 21.9 75.0 3.1
　対事業所サービス業 50.0 50.0 50.0 25.0 50.0
　対個人サービス業 39.3 32.1 25.0 10.7 3.6 21.4 78.6 3.6

製 造 業 計
食 料 品

窯 業 ・ 土 石

繊 維 工 業

サ ー ビ ス 業

そ の 他
非 製 造 業 計
情 報 通 信 業
運 輸 業

卸 ・ 小 売 業

建 設 業

化 学 工 業
金 属 、 同 製 品
機 械 器 具

木 材 ・ 木 製 品
印 刷 ・ 同 関 連

R7 山 口 県

R4 山 口 県
R5 山 口 県

R5 全 国
R4 全 国

R3 山 口 県

　③　経営上の障害（３項目以内複数回答）

　直面している経営上の障害は、「人材不足（質の不足）」５４．７％と最も多く、次いで、「光熱費・原材料・仕入品の
高騰」が４６．９％、「労働力不足（量の不足）」３９．２％、「人件費の増大」３１．０％、「販売不振・受注の減少」
２９．４％となっている。

（単位：％）

R6 全 国

R6 山 口 県

R7 全 国

R3 全 国

42.3

37.2

26.6

29.6

29.4

17.6

13.6

22.6

29.3

31.0

30.0

36.6

40.7

44.3

39.2

29.5

55.6

57.0

53.7

46.9

46.6

44.9

45.0

52.6

54.7

0 10 20 30 40 50 60

R3

R4

R5

R6

R7

経営上の障害（上位５項目）

人材不足

（質の不足）

光熱費・原材料・仕入品の高騰 労働力不足

（量の不足）

人件費の増大 販売不振・

受注の減少
（％）
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（単位：％）
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23.7 25.5 16.0 10.3 8.1 24.2 26.4 10.9 15.6 14.0 18.6 24.2
24.9 26.9 15.7 10.8 8.2 24.3 25.8 10.4 15.2 14.3 18.1 24.1
25.3 26.8 16.4 11.0 8.1 25.8 25.7 10.8 15.4 14.4 18.4 23.6
28.2 29.0 18.3 12.5 8.9 27.8 28.6 11.8 15.5 16.3 19.6 24.8
26.6 26.3 15.3 10.8 8.9 27.4 27.5 10.7 15.5 14.1 17.8 24.0
26.3 23.2 16.9 10.4 7.1 22.7 24.5 13.1 14.9 12.4 17.9 19.2
23.3 26.3 15.4 10.6 6.8 24.9 22.0 11.4 14.6 13.6 22.0 23.8
24.0 29.0 16.7 12.9 5.0 24.0 20.8 12.9 19.4 14.1 18.2 22.9
23.0 33.9 17.0 13.4 7.4 29.3 20.5 13.4 16.3 15.5 19.4 23.3
23.1 29.1 13.0 8.5 5.7 28.7 19.8 12.1 19.0 16.6 18.6 25.9

1 ～   9人 19.8 32.6 9.3 2.3 3.5 27.9 22.1 4.7 11.6 18.6 18.6 25.6
1 ～   4人 12.2 34.1 4.9 4.9 22.0 14.6 17.1 22.0 24.4 19.5
5 ～   9人 26.7 31.1 13.3 4.4 2.2 33.3 28.9 8.9 6.7 15.6 13.3 31.1

10 ～  29人 26.4 29.9 18.4 6.9 5.7 24.1 19.5 12.6 19.5 16.1 13.8 28.7
10 ～  20人 26.7 25.0 18.3 8.3 6.7 21.7 21.7 11.7 16.7 18.3 13.3 30.0
21 ～  29人 25.9 40.7 18.5 3.7 3.7 29.6 14.8 14.8 25.9 11.1 14.8 25.9
30 ～  99人 23.7 23.7 8.5 16.9 10.2 33.9 18.6 16.9 27.1 18.6 25.4 23.7

100 ～ 300人 20.0 26.7 20.0 20.0 40.0 13.3 33.3 26.7 20.0 20.0
35.8 26.3 26.3 6.3 3.2 49.5 17.9 12.6 13.7 11.6 17.9 17.9
69.6 26.1 21.7 34.8 4.3 34.8 4.3 21.7 26.1 4.3
66.7 33.3 66.7 33.3 66.7
42.9 14.3 14.3 14.3 14.3 28.6 28.6 14.3 28.6 14.3 14.3
28.6 14.3 14.3 14.3 14.3 42.9 14.3 14.3 42.9 28.6
16.0 24.0 36.0 12.0 4.0 68.0 20.0 4.0 20.0 4.0 12.0 24.0
50.0 100.0
12.5 43.8 37.5 56.3 25.0 12.5 6.3 6.3 31.3
28.6 42.9 14.3 71.4 14.3 28.6 28.6 14.3
40.0 20.0 60.0 40.0 20.0 20.0 20.0 20.0
15.1 30.9 4.6 9.9 7.2 15.8 21.1 11.8 22.4 19.7 19.1 30.9

100.0 100.0 100.0
18.2 9.1 18.2 18.2 27.3 36.4 9.1 45.5
8.1 45.9 9.5 8.1 2.7 18.9 18.9 6.8 25.7 21.6 6.8 35.1

総 合 工 事 業 9.1 45.5 13.6 9.1 9.1 31.8 18.2 18.2 22.7 9.1 40.9
職 別 工 事 業 5.6 33.3 5.6 11.1 27.8 44.4 33.3 11.1 22.2
設 備 工 事 業 8.8 52.9 11.8 8.8 14.7 14.7 2.9 17.6 23.5 8.8 38.2

15.2 9.1 9.1 6.1 15.2 39.4 24.2 21.2 30.3 30.3 27.3
卸 売 業 12.5 6.3 12.5 56.3 6.3 37.5 50.0 12.5 25.0
小 売 業 29.4 17.6 5.9 5.9 17.6 23.5 41.2 5.9 11.8 47.1 29.4

30.3 27.3 12.1 15.2 15.2 6.1 12.1 12.1 6.1 39.4 21.2
対事業所サービス業 25.0 50.0 25.0 25.0 25.0 25.0
対個人サービス業 31.0 24.1 13.8 17.2 13.8 6.9 13.8 10.3 3.4 44.8 20.7

R7 山 口 県

製 造 業 計

運 輸 業
建 設 業

印刷・同関連
窯 業 ・ 土 石
化 学 工 業
金属、同製品

食 料 品

木材・木製品
繊 維 工 業

サ ー ビ ス 業

機 械 器 具
そ の 他

非 製 造 業 計
情 報 通 信 業

卸 ・ 小 売 業

　④　経営上の強み(３項目以内複数回答）

R5 全 国

R6 山 口 県

　経営上の強みは、「技術力・製品開発力」が２９．１％と最も多く、次いで、「製品の品質・精度
の高さ」が２８．７％、「組織の機動力・柔軟性」が２５．９％となっている。

R4 全 国

R4 山 口 県
R5 山 口 県

R7 全 国
R6 全 国

R3 全 国

R3 山 口 県

23.0

33.9

17.0

13.4
7.4

29.3

20.5

13.4
16.3 15.5

19.4
23.323.1

29.1

13.0 8.5 5.7

28.7

19.8
12.1

19.0 16.6 18.6

25.9

0.0
5.0

10.0
15.0
20.0
25.0
30.0
35.0
40.0

製
品
・サ
ー
ビ
ス

の
独
自
性

技
術
・製
品

の
開
発
力

生
産
技
術
・

生
産
管
理
能
力

営
業
力
・マ
ー
ケ

テ
ィ
ン
グ
力

製
品･

サ
ー
ビ
ス
の

企
画
力･

提
案
力

製
品
の
品
質
・

精
度
の
高
さ

顧
客
へ
の
納
品
・

サ
ー
ビ
ス
の
速
さ

企
業
・製
品
の

ブ
ラ
ン
ド
力

財
務
体
質
の
強
さ
・

資
金
調
達
力

優
秀
な
仕
入
先
・

外
注
先

商
品
・サ
ー
ビ
ス

の
質
の
高
さ

組
織
の
機
動
力
・

柔
軟
性

経営上の強み R6 山口県 R7 山口県
（％）
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新
製
品
・
サ
ー

ビ
ス

の
開
発
力

既
存
の
商
品
・
サ
ー

ビ
ス
の

付
加
価
値
を
高
め
る
技
術
力

（

現
場
力
）

顧
客
・
販
路
を
拡
大

す
る
営
業
力

技
術
革
新
へ
の
対
応

力

グ
ロ
ー

バ
ル
化

Ｄ
Ｘ
投
資
（

自
動

化
、

省
力
化
）

権
限
委
譲
、

裁
量
権

の
拡
大

仕
事
内
容
・
進
め
方

の
見
直
し

仕
事
に
求
め
る
成
果

の
明
確
化

さ
ら
な
る
コ
ス
ト
削

減

女
性
、

高
齢
者
な
ど

多
様
な
人
材
の
活
用

教
育
訓
練
、

能
力
開

発

成
果
・
業
績
で
評
価

す
る
人
事
・
処
遇
制

度

長
時
間
労
働
の
解
消

（

残
業
の
削
減
等
）

職
場
の
コ
ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の
円
滑

化

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対

策
、

健
康
確
保
策

行
っ

て
い
な
い

そ
の
他

15.8 28.2 26.5 9.6 2.9 18.6 4.5 40.2 9.0 20.0 16.5 21.7 10.1 30.9 19.8 11.1 6.5 1.0
11.8 27.2 18.7 6.9 2.0 23.2 3.7 35.4 6.9 19.1 17.1 25.2 10.2 34.1 19.1 13.0 5.7 1.6

1 ～   9人 8.1 24.4 12.8 5.8 1.2 11.6 25.6 5.8 22.1 7.0 16.3 4.7 24.4 16.3 8.1 10.5 1.2
1 ～   4人 10.0 25.0 15.0 10.0 12.5 25.0 5.0 20.0 15.0 17.5 5.0 2.5 17.5 2.5
5 ～   9人 6.5 23.9 10.9 2.2 2.2 10.9 26.1 6.5 23.9 13.0 17.4 8.7 30.4 26.1 13.0 4.3

10 ～  29人 14.0 34.9 25.6 10.5 1.2 19.8 4.7 39.5 10.5 16.3 19.8 32.6 8.1 33.7 18.6 10.5 3.5 1.2
10 ～  20人 10.2 32.2 22.0 10.2 1.7 20.3 3.4 40.7 6.8 11.9 15.3 32.2 6.8 32.2 18.6 8.5 3.4
21 ～  29人 22.2 40.7 33.3 11.1 18.5 7.4 37.0 18.5 25.9 29.6 33.3 11.1 37.0 18.5 14.8 3.7 3.7
30 ～  99人 13.6 18.6 18.6 1.7 3.4 40.7 5.1 35.6 1.7 22.0 22.0 27.1 22.0 44.1 18.6 18.6 3.4 3.4

100 ～ 300人 13.3 33.3 13.3 13.3 6.7 40.0 13.3 66.7 13.3 6.7 40.0 26.7 6.7 53.3 40.0 33.3
24.2 27.4 22.1 6.3 5.3 23.2 5.3 30.5 5.3 26.3 18.9 15.8 6.3 37.9 14.7 15.8 4.2 2.1
56.5 30.4 34.8 8.7 17.4 30.4 21.7 4.3 4.3 8.7 21.7 13.0 4.3 4.3
66.7 66.7 33.3 33.3 33.3 33.3 66.7 66.7 66.7 66.7 100.0 66.7 66.7 66.7 33.3 33.3

28.6 14.3 42.9 28.6 28.6
14.3 28.6 57.1 28.6 14.3 28.6 14.3 42.9 14.3 14.3 14.3
24.0 32.0 16.0 4.0 4.0 24.0 4.0 12.0 4.0 40.0 20.0 24.0 4.0 40.0 16.0 28.0 4.0

50.0 50.0 100.0 50.0 50.0
25.0 18.8 31.3 56.3 6.3 18.8 31.3 6.3 62.5 12.5 12.5 6.3 6.3

14.3 28.6 14.3 14.3 28.6 14.3 28.6 14.3 28.6 14.3 14.3 14.3 14.3
20.0 20.0 20.0 20.0 40.0 60.0 40.0 60.0 20.0 20.0

4.0 27.2 16.6 7.3 23.2 2.6 38.4 7.9 14.6 15.9 31.1 12.6 31.8 21.9 11.3 6.6 1.3
100.0 100.0 100.0
27.3 18.2 27.3 9.1 72.7 18.2 18.2 36.4 27.3 18.2 18.2 27.3 18.2
24.3 12.2 10.8 21.6 1.4 32.4 10.8 6.8 20.3 44.6 14.9 32.4 27.0 14.9 4.1 2.7

総合工事業 18.2 18.2 18.2 31.8 4.5 36.4 4.5 13.6 22.7 63.6 22.7 36.4 22.7 22.7
職別工事業 22.2 11.1 5.6 11.1 16.7 16.7 11.1 16.7 33.3 22.2 22.2 11.1 5.6 11.1
設備工事業 29.4 8.8 8.8 20.6 38.2 11.8 20.6 38.2 17.6 35.3 32.4 11.8 5.9

9.4 31.3 31.3 3.1 21.9 3.1 53.1 3.1 12.5 6.3 15.6 6.3 43.8 18.8 6.3 3.1
卸 売 業 6.3 25.0 6.3 6.3 25.0 50.0 6.3 6.3 25.0 43.8 18.8 6.3 6.3
小 売 業 12.5 37.5 56.3 18.8 6.3 56.3 6.3 18.8 6.3 6.3 12.5 43.8 18.8 6.3

9.1 27.3 12.1 6.1 24.2 3.0 27.3 3.0 30.3 9.1 18.2 12.1 24.2 12.1 6.1 18.2
対 事 業 所 サ ー ビ ス 業 25.0 25.0 25.0 25.0 25.0 50.0 25.0 25.0 25.0
対 個 人 サ ー ビ ス 業 10.3 31.0 13.8 3.4 24.1 3.4 27.6 3.4 34.5 10.3 17.2 10.3 20.7 10.3 3.4 17.2

サ ー ビ ス 業

R7 全 国

情 報 通 信 業
運 輸 業
建 設 業

卸 ・ 小 売 業

　⑤　過去３年間に労働生産性を高めようとして行った取り組み(複数回答）

機 械 器 具
そ の 他

非 製 造 業 計

R7 山 口 県

製 造 業 計
食 料 品
繊 維 工 業
木材・木製品
印刷・同関連

　過去３年間に労働生産性を高めようとして行った取り組みは、「仕事内容・進め方の見直し」が３５．４％と最も多く、次い
で、「長時間労働の解消（残業の削減等）」が３４．１％、「既存の商品・サービスの付加価値を高める技術力（現場力）」が
２７．２％、「教育訓練・能力開発」が２５．２％、「ＤＸ投資（自動化、省力化）」が２３．２％となっている。

（単位：％）

窯 業 ・ 土 石
化 学 工 業
金属、同製品

40.2
30.9 28.2

21.7 18.6

35.4
34.1

27.2 25.2 23.2

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

仕
事
内
容
・進
め

方
の
見
直
し

長
時
間
労
働
の
解

消
（残
業
の
削
減

等
）

既
存
の
商
品
・

サ
ー
ビ
ス
の
付
加

価
値
を
高
め
る
技

術
力
（現
場
力
）

教
育
訓
練
、
能
力

開
発

Ｄ
Ｘ
投
資
（自
動

化
、
省
力
化
）

過去３年間に労働生産性を高めようとして行った取り組み(複数回答）※上位５項目

R7 全国 R7 山口県

（％）
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（単位：％）

価
格
の
引
上
げ
（

転

嫁
）

に
成
功
し
た

価
格
引
上
げ
の
交
渉

中 こ
れ
か
ら
価
格
引
上

げ
の
交
渉
を
行
う

価
格
を
引
き
下
げ
た

（

ま
た
は
そ
の
予

定
）

転
嫁
は
し
て
い
な
い

（

価
格
変
動
の
影
響

は
な
い
）

価
格
転
嫁
は
実
現
し

な
か
っ
た

対
応
未
定

そ
の
他

24.3 27.9 15.1 0.2 8.9 6.8 14.4 2.3

49.5 19.7 7.0 0.4 9.7 4.0 8.2 1.5

49.9 17.4 8.1 0.5 8.7 5.0 8.8 1.6

51.2 18.2 9.0 0.5 7.6 4.7 7.6 1.3

25.4 22.7 14.7 0.5 11.8 4.0 19.8 1.1

51.3 16.0 7.2 0.3 10.6 2.9 10.0 1.7

47.8 17.0 9.3 8.7 3.8 11.4 2.1

47.0 22.3 9.3 0.8 6.1 3.6 10.1 0.8

1 ～   9人 38.4 19.8 12.8 9.3 2.3 16.3 1.2

1 ～   4人 37.5 12.5 7.5 17.5 25.0

5 ～   9人 39.1 26.1 17.4 2.2 4.3 8.7 2.2

10 ～  29人 54.0 23.0 6.9 3.4 5.7 5.7 1.1

10 ～  20人 56.7 20.0 6.7 3.3 5.0 6.7 1.7

21 ～  29人 48.1 29.6 7.4 3.7 7.4 3.7

30 ～  99人 49.2 22.0 10.2 1.7 5.1 1.7 10.2

100 ～ 300人 46.7 33.3 6.7 6.7 6.7

53.7 25.3 9.5 4.2 4.2 3.2

52.2 13.0 21.7 4.3 8.7

66.7 33.3

57.1 14.3 14.3 14.3

57.1 42.9

72.0 24.0 4.0

50.0 50.0

31.3 31.3 18.8 12.5 6.3

57.1 42.9

20.0 40.0 40.0

42.8 20.4 9.2 1.3 7.2 3.3 14.5 1.3

100.0

45.5 36.4 9.1 9.1

37.3 29.3 12.0 6.7 4.0 9.3 1.3

総 合 工 事 業 45.5 18.2 18.2 4.5 13.6

職 別 工 事 業 27.8 27.8 33.3 5.6 5.6

設 備 工 事 業 37.1 37.1 8.6 5.7 11.4

51.5 6.1 6.1 6.1 3.0 24.2 3.0

卸 売 業 68.8 12.5 6.3 12.5

小 売 業 35.3 11.8 5.9 5.9 35.3 5.9

43.8 9.4 6.3 18.8 3.1 18.8

対事業所サービス業 50.0 25.0 25.0

対 個 人 サ ー ビ ス 業 42.9 7.1 7.1 17.9 3.6 21.4

R4 山 口 県

運 輸 業

建 設 業

卸 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業

化 学 工 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

　原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況は「価格の引上げ（転
嫁）に成功した」が４７．０％で最も多く前年と同水準、次いで「価格引上げの交渉
中」が２２．３％と前年に比べ、５．３ポイント増加している。

　①　原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況

３　原材料費、人件費（賃金等）アップ等に対する販売価格への転嫁状況について

窯 業 ・ 土 石

R6 山 口 県

R7 山 口 県

製 造 業 計

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

R4 全 国

R7 全 国

R6 全 国

R5 山 口 県

R5 全 国

47.0 

22.3 

9.3 

0.8
6.1 3.6

10.1

0.8

47.8 

17.0 
9.3 

0.0

8.7
3.8

11.4

2.1

51.3 

16.0 

7.2 
0.3 

10.6 
2.9

10.0

1.7

25.4 22.7
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0.5

11.8

4
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1.1
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60

価
格
の
引
上
げ
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嫁
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成
功
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価
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中

こ
れ
か
ら
価
格
引
上
げ
の

交
渉
を
行
う

価
格
を
引
き
下
げ
た

（ま
た
は
そ
の
予
定
）

転
嫁
は
し
て
い
な
い

（価
格
変
動
の
影
響
は
な

い
）

転
嫁
は
で
き
な
か
っ
た

対
応
未
定

そ
の
他

原材料費、人件費等の増加による

販売・受注価格への転嫁状況（複数回答）

R7山口県 R6山口県 R5山口県 R4山口県

(%)
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１０％
未満

１０～
３０％
未満

３０～
５０％
未満

５０～
７０％
未満

７０～
１００％
未満

１００％以上

41.4 39.8 4.2 5.1 8.2 1.3

42.3 41.5 4.3 4.1 6.5 1.3

38.3 39.8 5.0 6.0 8.9 2.0

37.5 31.3 8.3 8.6 11.9 2.5

51.1 32.6 0.0 4.3 7.6 4.3

38.1 48.4 2.7 3.1 7.2 0.4

39.9 35.5 5.1 5.1 10.9 3.6

43.9 27.2 8.8 7.9 6.1 6.1

1 ～   9人 45.5 30.3 9.1 3.0 3.0 9.1

1 ～   4人 53.3 13.3 6.7 6.7 20.0

5 ～   9人 38.9 44.4 11.1 5.6

10 ～  29人 44.4 26.7 6.7 8.9 8.9 4.4

10 ～  20人 45.5 27.3 3.0 9.1 12.1 3.0

21 ～  29人 41.7 25.0 16.7 8.3 8.3

30 ～  99人 44.8 13.8 13.8 13.8 6.9 6.9

100 ～ 300人 28.6 71.4

29.4 23.5 15.7 13.7 9.8 7.8

66.7 16.7 8.3 8.3

50.0 50.0

25.0 25.0 25.0 25.0

25.0 25.0 25.0 25.0

11.1 27.8 5.6 22.2 22.2 11.1

100.0

20.0 40.0 40.0

25.0 50.0 25.0

100.0

55.6 30.2 3.2 3.2 3.2 4.8

75.0 25.0

53.6 39.3 3.6 3.6

総 合 工 事 業 60.0 40.0

職 別 工 事 業 40.0 60.0

設 備 工 事 業 53.8 30.8 7.7 7.7

35.3 23.5 5.9 5.9 11.8 17.6

卸 売 業 18.2 18.2 9.1 9.1 18.2 27.3

小 売 業 66.7 33.3

78.6 21.4

対 事 業 所 サ ー ビ ス 業 50.0 50.0

対 個 人 サ ー ビ ス 業 83.3 16.7

（単位：％）

R5 全 国

R4 山 口 県

化 学 工 業

　②-１　価格転嫁率（全体）

　価格転嫁率は「１０％未満」が４３．９％で最も多く、次いで「１０％～３０％未満」が２７．２％となっている
が、３０％以上としている事業所が２８．９％と前年と比べ４．２ポイント増加している。

R6 山 口 県

R7 山 口 県

製 造 業 計

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

R7 全 国

R4 全 国

R5 山 口 県

R6 全 国

建 設 業

卸 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

運 輸 業

51.1 

38.1 

39.9

43.9

32.6 

48.4 

35.5

27.2

0.0 

2.7 

5.1

8.8

4.3 

3.1 

5.1

7.9

7.6 

7.2 

10.9

6.1

4.3

0.4

3.6

6.1
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Ｒ
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県

Ｒ
５
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県

Ｒ
６
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口
県

Ｒ
７
山
口
県

価格転嫁率（全体）

１０％未満

１０～３０％未満

３０～５０％未満

５０～７０％未満

７０～１００％未満

１００％以上

(%)
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１０％
未満

１０～
３０％
未満

３０～
５０％
未満

５０～
７０％
未満

７０～
１０
０％
未満

１０
０％以
上

１０％
未満

１０～
３０％
未満

３０～
５０％
未満

５０～
７０％
未満

７０～
１０
０％
未満

１０
０％以

上

１０％
未満

１０～
３０％
未満

３０～
５０％
未満

５０～
７０％
未満

７０～
１０
０％
未満

１０
０％以
上

38.7 25.5 6.4 7.0 16.9 5.5 55.0 20.2 7.4 5.9 8.9 2.6 59.1 19.3 6.6 5.3 7.7 2.1

38.5 25.7 8.3 7.3 13.8 6.4 60.9 20.0 4.5 2.7 5.5 6.4 68.2 14.5 5.5 2.7 5.5 3.6

1 ～   9人 39.4 30.3 6.1 12.1 12.1 60.6 24.2 3.0 3.0 9.1 66.7 21.2 6.1 6.1

1 ～   4人 53.3 13.3 6.7 26.7 60.0 20.0 20.0 80.0 6.7 6.7 6.7

5 ～   9人 27.8 44.4 5.6 22.2 61.1 27.8 5.6 5.6 55.6 33.3 5.6 5.6

10 ～  29人 41.9 23.3 7.0 7.0 20.9 65.9 20.5 2.3 9.1 2.3 72.7 11.4 6.8 4.5 4.5

10 ～  20人 48.4 22.6 6.5 6.5 16.1 68.8 18.8 9.4 3.1 75.0 9.4 6.3 6.3 3.1

21 ～  29人 25.0 25.0 8.3 8.3 33.3 58.3 25.0 8.3 8.3 66.7 16.7 8.3 8.3

30 ～  99人 33.3 14.8 22.2 11.1 7.4 11.1 51.9 11.1 14.8 3.7 7.4 11.1 63.0 7.4 3.7 3.7 14.8 7.4

100 ～ 300人 33.3 66.7 66.7 33.3 66.7 33.3

22.9 16.7 16.7 12.5 25.0 6.3 46.9 20.4 8.2 6.1 8.2 10.2 51.0 18.4 6.1 6.1 10.2 8.2

58.3 16.7 25.0 66.7 25.0 8.3 75.0 16.7 8.3

50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0

25.0 25.0 50.0 50.0 25.0 25.0 75.0 25.0

50.0 25.0 25.0 25.0 50.0 25.0 75.0 25.0

12.5 18.8 6.3 18.8 31.3 12.5 31.3 18.8 6.3 25.0 18.8 12.5 31.3 6.3 6.3 25.0 18.8

100.0 100.0 100.0

20.0 20.0 40.0 20.0 60.0 20.0 20.0 80.0 20.0

33.3 33.3 33.3 50.0 25.0 25.0 50.0 25.0 25.0

100.0 100.0 100.0

50.8 32.8 1.6 3.3 4.9 6.6 72.1 19.7 1.6 3.3 3.3 82.0 11.5 4.9 1.6

66.7 33.3 100.0 100.0

46.4 46.4 3.6 3.6 60.7 32.1 3.6 3.6 75.0 17.9 7.1

総 合 工 事 業 50.0 50.0 70.0 30.0 80.0 20.0

職 別 工 事 業 20.0 80.0 60.0 40.0 80.0 20.0

設 備 工 事 業 53.8 30.8 7.7 7.7 53.8 30.8 7.7 7.7 69.2 15.4 15.4

35.3 23.5 5.9 11.8 23.5 70.6 11.8 5.9 11.8 82.4 5.9 5.9 5.9

卸 売 業 18.2 18.2 9.1 18.2 36.4 54.5 18.2 9.1 18.2 72.7 9.1 9.1 9.1

小 売 業 66.7 33.3 100.0 100.0

76.9 15.4 7.7 91.7 8.3 91.7 8.3

対事業所サービス業 50.0 50.0 100.0 100.0

対 個 人 サ ー ビ ス 業 81.8 9.1 9.1 90.0 10.0 90.0 10.0

サ ー ビ ス 業

人件費分

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

R7 全 国

R7 山 口 県

運 輸 業

建 設 業

卸 ・ 小 売 業

化 学 工 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

製 造 業 計

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

原材料費分

　②-２　転嫁の内容と価格転嫁率（原材料費分、人件費分、利益確保分）

　「原材料費分」は３割近くの事業者が５０％以上転嫁できたとする一方、転嫁割合が１０％未満とする事業所が４割ある。また、
「人件費分」及び「利益確保分」は転嫁割合が１０％未満とする事業所がいずれも６割以上となっている。

（単位：％）

利益確保分

68.2

60.9

38.5 

14.5

20

25.7 

5.5

4.5

8.3 

2.7

2.7

7.3 

5.5

5.5

13.8 

3.6

6.4

6.4 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

利益確保分

人件費分

原材料費分

転嫁の内容と価格転嫁率（原材料費分、人件費分、利益確保分）

１０％未満 １０～３０％未満 ３０～５０％未満 ５０～７０％未満 ７０～１００％未満 １００％以上
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原
材
料
分
を

転
嫁
予
定

人
件
費
引
上

げ
分
を
転
嫁

予
定

利
益
確
保
分

を
転
嫁
予
定

そ
の
他

79.9 23.7 24.3 1.4

77.4 30.8 25.1 2.4

74.7 40.3 26.4 1.6

68.7 58.0 30.2 1.5

80.2 26.3 27.6 1.3

79.2 28.8 22.3 0.4

71.7 35.4 31.1 3.3

67.9 56.4 32.1

1 ～   9人 67.9 53.6 35.7

1 ～   4人 87.5 50.0 12.5

5 ～   9人 60.0 55.0 45.0

10 ～  29人 65.4 69.2 30.8

10 ～  20人 68.8 81.3 25.0

21 ～  29人 60.0 50.0 40.0

30 ～  99人 63.2 52.6 36.8

100 ～ 300人 100.0 20.0

69.7 54.5 33.3

75.0 62.5 37.5

100.0 100.0

100.0

100.0

83.3 50.0 33.3

100.0

50.0 75.0 25.0

66.7 66.7 100.0

50.0 50.0

66.7 57.8 31.1

80.0 40.0 40.0

64.5 61.3 25.8

総 合 工 事 業 25.0 25.0 50.0

職 別 工 事 業 54.5 63.6 27.3

設 備 工 事 業 81.3 68.8 18.8

50.0 50.0 50.0

卸 売 業 100.0 50.0 50.0

小 売 業 50.0 50.0

80.0 60.0 40.0

対事業所サービス業 100.0 100.0

対 個 人 サ ー ビ ス 業 75.0 50.0 50.0

R5 全 国

R4 山 口 県

化 学 工 業

R6 山 口 県

R7 山 口 県

製 造 業 計

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

　③　原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁予定内容（複数回答）

　原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁予定内容は、「原材料分を転嫁予定」とする事業所が
６７．９％と令和６年度に比べ３．８ポイント減少した一方、「人件費引上げ分を転嫁予定」５６．４％
（＋２１．０ポイント）、「利益確保分を転嫁予定」３２．１％（＋１．０ポイント）とそれぞれ上昇し
ている。

R7 全 国

R4 全 国

R5 山 口 県

R6 全 国

建 設 業

卸 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

運 輸 業

1.3 

27.6 

26.3 

80.2 

0.4 

22.3 

28.8 

79.2 

3.3

31.1

35.4

71.7

0

32.1

56.4

67.9

0 20 40 60 80 100

その他

利益確保分を転嫁予定

人件費引上げ分を転嫁予定

原材料分を転嫁予定

原材料、人件費、利益を含めた

販売価格への転嫁予定内容（複数回答）

R7山口県 R6山口県 R5山口県 R4山口県
(%)
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（単位：％）

38時間以下
38時間超

40時間未満
40時間

40時間超
44時間以下

その他

15.6 27.1 48.8 8.4 -
15.8 26.7 49.1 8.4 -
16.3 25.0 47.3 10.4 0.9
17.5 26.1 46.8 8.7 0.9
20.1 24.5 46.4 8.3 0.7
18.1 24.1 47.6 10.2 -
16.5 27.0 47.8 8.6 -
19.6 26.5 43.5 9.2 1.2
15.1 28.9 47.2 8.1 0.7
21.5 23.2 45.1 9.3 0.8

1 ～   9人 24.7 17.6 40.0 15.3 2.4
1 ～   4人 30.8 20.5 25.6 17.9 5.1
5 ～   9人 19.6 15.2 52.2 13.0

10 ～  29人 21.8 21.8 48.3 8.0
10 ～  20人 20.0 26.7 41.7 11.7
21 ～  29人 25.9 11.1 63.0
30 ～  99人 15.3 30.5 49.2 5.1

100 ～ 300人 26.7 33.3 40.0
23.2 20.0 50.5 6.3
26.1 8.7 65.2
33.3 33.3 33.3
28.6 28.6 14.3 28.6
28.6 71.4
28.0 20.0 44.0 8.0

50.0 50.0
18.8 37.5 37.5 6.3

14.3 85.7
20.0 20.0 40.0 20.0
20.5 25.2 41.7 11.3 1.3

100.0
27.3 9.1 63.6
22.7 28.0 40.0 9.3

総 合 工 事 業 36.4 22.7 31.8 9.1
職 別 工 事 業 11.1 33.3 38.9 16.7
設 備 工 事 業 20.0 28.6 45.7 5.7

18.8 25.0 43.8 9.4 3.1
卸 売 業 20.0 26.7 40.0 13.3
小 売 業 17.6 23.5 47.1 5.9 5.9

12.5 25.0 37.5 21.9 3.1
対事業所サービス業 25.0 50.0 25.0
対 個 人 サ ー ビ ス 業 14.3 25.0 35.7 21.4 3.6

R7 全 国

R3 全 国

R5 全 国

R6 山 口 県

製 造 業 計

R7 山 口 県

R6 全 国

R5 山 口 県
R4 山 口 県
R3 山 口 県

４　従業員の労働時間について
　①　週所定労働時間

R4 全 国

　週所定労働時間は、前年と比べ「３８時間以下」が６．４ポイント、「４０時間超４４時間以下」が１．２ポイント増加
し、「３８時間超４０時間未満」が５．７ポイント、「４０時間」が２．１ポイント減少している。

サ ー ビ ス 業

運 輸 業

機 械 器 具

食 料 品

建 設 業

卸 ・ 小 売 業

そ の 他
非 製 造 業 計

木 材 ・ 木 製 品
印 刷 ・ 同 関 連
窯 業 ・ 土 石

繊 維 工 業

金 属 、 同 製 品
化 学 工 業

情 報 通 信 業

18.1

16.5

19.6

15.1

21.5

24.1

27.0

26.5

28.9

23.2

47.6

47.8

43.5

47.2

45.1

10.2

8.6

9.2

8.1

9.3

1.2 

0.7

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R3

R4

R5

R6

R7

週所定労働時間

38時間以下

38時間超

40時間未満
40時間

40時間超

44時間以下
その他
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（単位：％）

0時間
1～10

時間未満
10～20

時間未満
20～30

時間未満
30～50

時間未満
50時間以上

平均
(時間)

28.5 30.0 21.5 11.6 7.0 1.3 10.0

26.0 29.6 23.2 12.5 7.3 1.3 10.5

24.5 30.4 23.3 13.0 7.3 1.5 10.8

24.9 30.9 23.5 12.4 7.2 1.0 10.3

24.4 32.9 23.8 11.3 7.0 0.6 9.8

32.8 31.3 18.9 9.1 6.8 1.0 8.8

27.7 33.4 23.0 11.0 4.4 0.5 8.7

25.2 34.6 22.6 11.7 5.0 0.9 9.7

25.5 35.0 25.5 8.0 5.2 0.7 8.4

26.8 37.4 23.6 8.9 3.3 7.5

1 ～   9人 57.0 23.3 14.0 3.5 2.3 3.8

1 ～   4人 67.5 22.5 10.0 1.6

5 ～   9人 47.8 23.9 17.4 6.5 4.3 5.7

10 ～  29人 14.0 53.5 19.8 10.5 2.3 7.5

10 ～  20人 15.3 59.3 11.9 10.2 3.4 7.1

21 ～  29人 11.1 40.7 37.0 11.1 8.3

30 ～  99人 8.5 33.9 40.7 15.3 1.7 10.6

100 ～ 300人 40.0 33.3 6.7 20.0 16.3

23.4 38.3 27.7 10.6 7.3

36.4 36.4 18.2 9.1 5.9

33.3 66.7 8.3

57.1 28.6 14.3 2.6

57.1 28.6 14.3 10.7

20.0 44.0 32.0 4.0 6.2

50.0 50.0 10.5

25.0 18.8 37.5 18.8 9.6

14.3 57.1 28.6 6.3

40.0 60.0 12.6

28.9 36.8 21.1 7.9 5.3 7.6

100.0 10.0

18.2 18.2 36.4 27.3 16.6

20.0 45.3 20.0 9.3 5.3 8.1

総 合 工 事 業 13.6 59.1 13.6 4.5 9.1 8.8

職 別 工 事 業 33.3 38.9 22.2 5.6 4.9

設 備 工 事 業 17.1 40.0 22.9 17.1 2.9 9.3

24.2 42.4 24.2 9.1 6.1

卸 売 業 25.0 31.3 37.5 6.3 6.8

小 売 業 23.5 52.9 11.8 11.8 5.5

59.4 18.8 12.5 6.3 3.1 4.8

対事業所サービス業 75.0 25.0 3.8

対 個 人 サ ー ビ ス 業 57.1 21.4 10.7 7.1 3.6 4.9

卸 ・ 小 売 業

R4 全 国

R7 山 口 県

R5 山 口 県

窯 業 ・ 土 石

R6 山 口 県

製 造 業 計

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

R5 全 国

R3 全 国

R3 山 口 県

サ ー ビ ス 業

運 輸 業

R7 全 国

R4 山 口 県

　②　月平均残業時間（従業員１人当たり）

建 設 業

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

月平均残業時間は、「１～１０時間未満」が３７．４％で最も多く、次いで「０時間」２６．８％、
「１０時間～２０時間未満」が２３．６％となっている。前年と比べ平均残業時間は０．９時間減少し
ている。

そ の 他

R6 全 国

金 属 、 同 製 品

化 学 工 業

機 械 器 具

32.8 

27.7

25.2

25.5 

26.8 

31.3 

33.4

34.6

35.0 

37.4 

18.9 

23.0

22.6

25.5 

23.6 

9.1 

11.0

11.7

8.0 

8.9 

6.8 

4.4

5.0

5.2 

3.3 

1.0 

0.5

0.9

0.7 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R3

R4

R5

R6

R7

月平均残業時間 0時間

1～10時間

未満
10～20時間

未満
20～30時間

未満
30～50時間

未満
50時間以上
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（単位：％）

１
０
日
未
満

１
０
～

１
５
日
未
満

１
５
～

２
０
日
未
満

２
０
～

２
５
日
未
満

２
５
日
以
上

平
均
値

（

日
）

５
日
未
満

５
～

１
０
日
未
満

１
０
～

１
５
日
未
満

１
５
～

２
０
日
未
満

２
０
日
以
上

平
均
値

（

日
）

9.8 20.1 50.4 17.3 2.4 15.6 8.6 52.8 30.7 5.9 2.0 8.4
8.6 18.8 51.5 17.6 3.4 16.0 6.9 48.9 35.1 7.1 2.0 8.9
7.9 18.9 49.8 18.6 4.7 16.3 5.6 42.8 39.5 9.7 2.4 9.5
7.6 18.7 50.6 19.5 3.6 16.2 4.6 39.1 41.6 11.9 2.8 9.9
7.5 18.1 49.5 20.6 4.4 16.4 4.5 38.1 42.2 12.2 3.0 10.0

12.8 22.7 46.9 14.8 2.8 15.1 9.9 52.8 32.1 3.7 1.4 8.2
8.8 19.8 49.7 16.5 5.2 16.0 4.6 54.0 34.5 5.5 1.5 8.7

12.0 15.5 51.3 16.1 5.1 15.9 4.4 48.4 33.9 11.1 2.2 9.4
8.5 18.1 50.8 19.2 3.5 16.1 3.1 38.8 44.2 11.2 2.7 9.9

10.2 13.2 48.9 20.4 7.2 16.6 4.3 35.3 46.4 10.2 3.8 10.1
1 ～   9人 21.6 16.2 31.1 28.4 2.7 14.6 6.8 35.1 40.5 10.8 6.8 9.7
1 ～   4人 24.1 13.8 20.7 41.4 14.2 10.3 27.6 48.3 6.9 6.9 9.3
5 ～   9人 20.0 17.8 37.8 20.0 4.4 14.8 4.4 40.0 35.6 13.3 6.7 10.0
10 ～  29人 4.6 16.1 49.4 20.7 9.2 17.3 4.6 41.4 41.4 9.2 3.4 9.9
10 ～  20人 6.7 11.7 41.7 28.3 11.7 17.9 1.7 45.0 38.3 10.0 5.0 10.0
21 ～  29人 25.9 66.7 3.7 3.7 16.0 11.1 33.3 48.1 7.4 9.8
30 ～  99人 5.1 6.8 64.4 13.6 10.2 17.9 1.7 33.9 50.8 11.9 1.7 10.3

100 ～ 300人 6.7 6.7 73.3 6.7 6.7 17.6 6.7 86.7 6.7 11.3
6.5 16.1 53.8 18.3 5.4 16.5 7.5 26.9 51.6 11.8 2.2 10.1

13.6 22.7 50.0 9.1 4.5 14.2 22.7 36.4 36.4 4.5 7.6
33.3 33.3 33.3 17.0 66.7 33.3 7.3

28.6 28.6 28.6 14.3 14.6 14.3 28.6 57.1 8.0
57.1 28.6 14.3 21.0 14.3 57.1 14.3 14.3 13.3

4.2 70.8 20.8 4.2 18.0 29.2 54.2 16.7 10.9
100.0 16.5 100.0 12.5

18.8 50.0 31.3 17.1 12.5 62.5 18.8 6.3 11.9
14.3 14.3 42.9 14.3 14.3 16.0 14.3 28.6 28.6 28.6 9.9

40.0 40.0 20.0 15.0 20.0 80.0 10.2
12.7 11.3 45.8 21.8 8.5 16.7 2.1 40.8 43.0 9.2 4.9 10.0

100.0 18.0 100.0 12.0
70.0 20.0 10.0 18.4 10.0 60.0 20.0 10.0 12.5

9.5 9.5 47.3 23.0 10.8 17.6 2.7 36.5 43.2 10.8 6.8 10.6
総 合 工 事 業 18.2 50.0 13.6 18.2 19.2 4.5 31.8 54.5 4.5 4.5 10.2
職 別 工 事 業 33.3 11.1 38.9 16.7 13.5 55.6 22.2 11.1 11.1 10.1
設 備 工 事 業 2.9 2.9 50.0 32.4 11.8 18.8 2.9 29.4 47.1 14.7 5.9 11.0

15.2 12.1 42.4 27.3 3.0 16.0 51.5 39.4 9.1 9.4
卸 売 業 6.3 6.3 50.0 31.3 6.3 18.3 31.3 50.0 18.8 10.8
小 売 業 23.5 17.6 35.3 23.5 13.8 70.6 29.4 8.2

25.0 20.8 33.3 12.5 8.3 14.0 4.2 54.2 37.5 4.2 8.2
対 事 業 所 サ ー ビ ス 業 66.7 33.3 17.7 66.7 33.3 14.0
対 個 人 サ ー ビ ス 業 28.6 23.8 28.6 9.5 9.5 13.4 4.8 61.9 33.3 7.4

サ ー ビ ス 業

運 輸 業

卸 ・ 小 売 業

建 設 業

情 報 通 信 業

R7 山 口 県

R3 全 国

そ の 他

金 属 、 同 製 品

窯 業 ・ 土 石

R3 山 口 県

印 刷 ・ 同 関 連

機 械 器 具

食 料 品

化 学 工 業

R5 山 口 県

　①　年次有給休暇の平均付与日数・平均取得日数（従業員１人当たり）

平 均 付 与 日 数

５　従業員の有給休暇について

非 製 造 業 計

繊 維 工 業
木 材 ・ 木 製 品

製 造 業 計

　従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数は、「１５～２０日未満」が４８．９％で最も多い。年
次有給休暇の平均取得日数は、「１０～１５日未満」が４６．４％で最も多い。

R4 全 国

R6 山 口 県

R6 全 国
R5 全 国

平 均 取 得 日 数

R4 山 口 県

R7 全 国

7.5

10.2

6.5

12.7

18.1

13.2

16.1

11.3

49.5

48.9

53.8

45.8

20.6

20.4

18.3

21.8

4.4

7.2

5.4

8.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R7全国

R7山口県

製造業

非製造業

平均付与日数

１０日未満 １０～１５日未満 １５～２０日未満 ２０～２５日未満 ２５日以上

4.5

4.3

7.5

2.1

38.1

35.3

26.9

40.8

42.2

46.4

51.6

43.0

12.2

10.2

11.8

9.2

3.0

3.8

2.2

4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R7全国

R7山口県

製造業

非製造業

平均取得日数

５日未満 ５～１０日未満 １０～１５日未満 １５～２０日未満 ２０日以上
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１
０
％
未
満

１
０
～

　
２
０
％
未
満

２
０
～

　
３
０
％
未
満

３
０
～

　
５
０
％
未
満

５
０
～

　
７
０
％
未
満

７
０
～

　
１
０
０
％

平
均

1.4 2.4 8.3 25.5 32.8 29.6 57.7
1.4 2.2 7.2 23.0 34.7 31.5 59.0
0.5 1.9 6.5 19.8 34.5 36.7 61.9
0.8 1.4 5.5 17.4 34.5 40.4 64.0
0.7 1.3 5.4 16.8 35.3 40.5 64.2
1.4 3.1 6.5 25.0 31.5 32.4 59.2
0.9 2.4 7.3 22.9 35.4 31.1 58.9
0.3 2.5 5.4 19.9 32.0 39.9 64.1
0.4 0.4 3.8 18.1 38.5 38.8 65.6
0.9 0.4 6.8 15.7 33.2 43.0 64.5

1 ～   9人 1.4 1.4 5.4 9.5 23.0 59.5 72.0
1 ～   4人 3.4 6.9 3.4 34.5 51.7 68.8
5 ～   9人 2.2 4.4 13.3 15.6 64.4 74.1
10 ～  29人 10.3 20.7 33.3 35.6 60.1
10 ～  20人 11.7 20.0 35.0 33.3 59.9
21 ～  29人 7.4 22.2 29.6 40.7 60.6
30 ～  99人 1.7 5.1 18.6 44.1 30.5 60.7

100 ～ 300人 6.7 40.0 53.3 68.2
1.1 1.1 3.2 17.2 36.6 40.9 64.0
4.5 9.1 27.3 22.7 36.4 57.5

66.7 33.3 42.5
14.3 28.6 57.1 73.7

28.6 28.6 42.9 65.2
16.7 50.0 33.3 61.5

100.0 75.9
6.3 6.3 37.5 50.0 70.4

14.3 42.9 42.9 67.5
60.0 40.0 71.6

0.7 9.2 14.8 31.0 44.4 64.9
100.0 66.7

20.0 30.0 50.0 69.9
12.2 14.9 28.4 44.6 64.3

総 合 工 事 業 22.7 13.6 22.7 40.9 57.2
職 別 工 事 業 5.6 11.1 11.1 72.2 80.3
設 備 工 事 業 8.8 17.6 41.2 32.4 60.3

6.1 18.2 30.3 45.5 65.5
卸 売 業 6.3 12.5 37.5 43.8 64.3
小 売 業 5.9 23.5 23.5 47.1 66.5

4.2 8.3 8.3 37.5 41.7 64.0
対事業所サービス業 33.3 66.7 77.7
対 個 人 サ ー ビ ス 業 4.8 9.5 9.5 38.1 38.1 62.0

木 材 ・ 木 製 品
印 刷 ・ 同 関 連
窯 業 ・ 土 石
化 学 工 業

情 報 通 信 業
運 輸 業

そ の 他
非 製 造 業 計

建 設 業

卸 ・ 小 売 業

金 属 、 同 製 品
機 械 器 具

R7 全 国

R5 全 国
R4 全 国
R3 全 国

サ ー ビ ス 業

R3 山 口 県

R6 山 口 県

製 造 業 計
食 料 品
繊 維 工 業

R7 山 口 県

R5 山 口 県
R4 山 口 県

　②　年次有給休暇の取得率(従業員１人当たり）

　従業員１人当たりの年次有給休暇の取得率は、「７０～１００％未満」が４３．０％で最も多く、
次いで「５０～７０％未満」が３３．２％となっている。年次有給休暇の平均取得率は６４．５％と
なり、前年より１．１ポイント減少している。

（単位：％）

R6 全 国

1.3 5.4

6.8

3.2

9.2

16.8

15.7

17.2

14.8

35.3

33.2

36.6

31.0

40.5

43.0

40.9

44.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R7全国

R7山口県

製造業

非製造業

年次有給休暇の取得率（従業員１人当たり）

１０％未満 １０～２０％未満 ２０～３０％未満
３０～５０％未満 ５０～７０％未満 ７０～１００％
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定
期
昇
給
の
実
施

手
当
の
支
給

賞
与
の
支
給

退
職
金
制
度
の
導
入

賃
金
規
定
の
見
直
し

責
任
あ
る
地
位
へ
の

登
用

休
暇
の
取
得

福
利
厚
生
施
設
の
利
用

教
育
訓
練
の
実
施

専
門
家
（

支
援
機

関
）
へ
の
相
談

特
に
考
え
て
い
な
い

解
消
す
べ
き
待
遇
差

は
な
い

対
象
と
な
る
従
業
員

は
い
な
い

そ
の
他

25.1 20.6 26.6 7.9 8.7 5.2 23.6 8.8 7.7 1.6 6.1 11.7 32.7 1.2

21.1 21.5 25.6 8.7 11.6 5.0 21.5 5.4 5.0 0.4 6.2 12.4 33.5 0.8

1 ～   9人 20.2 13.1 23.8 8.3 8.3 3.6 15.5 1.2 3.6 9.5 46.4

1 ～   4人 15.4 10.3 12.8 5.1 5.1 2.6 5.1 5.1 17.9 48.7

5 ～   9人 24.4 15.6 33.3 11.1 11.1 4.4 24.4 2.2 2.2 2.2 44.4

10 ～  29人 18.6 23.3 20.9 8.1 8.1 7.0 15.1 3.5 3.5 7.0 16.3 33.7 1.2

10 ～  20人 18.6 23.7 22.0 8.5 10.2 6.8 15.3 3.4 3.4 8.5 15.3 37.3

21 ～  29人 18.5 22.2 18.5 7.4 3.7 7.4 14.8 3.7 3.7 3.7 18.5 25.9 3.7

30 ～  99人 26.3 31.6 33.3 10.5 21.1 5.3 35.1 8.8 10.5 1.8 10.5 14.0 19.3

100 ～ 300人 20.0 20.0 33.3 6.7 13.3 40.0 33.3 13.3 13.3 6.7

25.5 20.2 23.4 7.4 12.8 5.3 14.9 5.3 4.3 1.1 4.3 17.0 27.7 1.1

43.5 26.1 21.7 13.0 13.0 8.7 17.4 4.3 4.3 13.0 17.4

33.3 66.7 33.3 33.3 33.3

16.7 16.7 50.0 16.7 16.7 16.7 33.3

14.3 42.9 42.9

28.0 20.0 20.0 12.0 16.0 12.0 4.0 4.0 4.0 28.0 20.0

50.0 50.0 50.0

6.3 12.5 31.3 6.3 12.5 6.3 12.5 12.5 6.3 6.3 56.3

28.6 14.3 42.9 14.3 28.6 14.3 14.3 14.3 14.3 14.3

40.0 40.0 20.0 20.0 20.0 40.0

18.2 22.3 27.0 9.5 10.8 4.7 25.7 5.4 5.4 7.4 9.5 37.2 0.7

100.0

18.2 27.3 9.1 27.3 18.2 36.4

18.3 25.4 33.8 14.1 11.3 4.2 25.4 5.6 8.5 5.6 5.6 38.0 1.4

総 合 工 事 業 14.3 28.6 47.6 19.0 14.3 23.8 14.3 14.3 9.5 4.8 28.6

職 別 工 事 業 27.8 22.2 33.3 16.7 16.7 5.6 22.2 11.1 33.3 5.6

設 備 工 事 業 15.6 25.0 25.0 9.4 6.3 6.3 28.1 3.1 9.4 9.4 46.9

27.3 18.2 21.2 9.1 12.1 9.1 30.3 6.1 6.1 9.1 12.1 33.3

卸 売 業 25.0 12.5 18.8 12.5 6.3 6.3 25.0 6.3 12.5 12.5 43.8

小 売 業 29.4 23.5 23.5 5.9 17.6 11.8 35.3 5.9 11.8 5.9 11.8 23.5

15.6 21.9 18.8 3.1 12.5 21.9 6.3 12.5 12.5 37.5

対事業所サービス業 25.0 25.0 25.0 25.0 50.0

対個人サービス業 14.3 21.4 17.9 3.6 14.3 25.0 7.1 10.7 14.3 35.7

建 設 業

卸 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業

（単位：％）

　同一労働同一賃金への対応（格差解消への取り組み）は「対象となる従業員はいない」が３３．５％
で最も多く、次いで「賞与の支給」が２５．６％、「休暇の取得」が２１．５％となっている。

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

運 輸 業

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

化 学 工 業

R7 全 国

R7 山 口 県

製 造 業 計

６　同一労働同一賃金への対応について

　①　同一労働同一賃金への対応（格差解消への取り組み）について（複数回答）

22.3

25.7

18.2 

27.0

37.2

20.2

14.9

25.5 

23.4

27.7

21.5 

21.5

21.1 

25.6 

33.5

20.6

23.6

25.1

26.6

32.7

0 10 20 30 40

手当の支給

休暇の取得

定期昇給の実施

賞与の支給

対象となる従業員はいない

同一労働同一賃金への対応（格差解消への取り組み）について（複数回答）

R7全国 R7山口県 製造業 非製造業 (%)
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（単位：％）

採
用
計
画
を
し
、

実
際
に
採
用
し
た

採
用
計
画
を
し
た
が
、

採
用
し
な
か
っ

た

採
用
計
画
を
行
わ
な

か
っ

た

15.4 11.9 72.7

15.1 13.2 71.7

14.1 13.2 72.7

10.3 17.3 72.4

14.9 15.6 69.6

13.8 18.2 68.0

1 ～   9人 2.3 4.6 93.1

1 ～   4人 100.0

5 ～   9人 4.3 8.7 87.0

10 ～  29人 7.0 24.4 68.6

10 ～  20人 5.1 23.7 71.2

21 ～  29人 11.1 25.9 63.0

30 ～  99人 25.4 32.2 42.4

100 ～ 300人 73.3 6.7 20.0

12.6 16.8 70.5

4.3 17.4 78.3

33.3 66.7

100.0

28.6 71.4

8.0 24.0 68.0

50.0 50.0

18.8 18.8 62.5

14.3 28.6 57.1

20.0 80.0

14.5 19.1 66.4

100.0

27.3 72.7

12.2 24.3 63.5

総 合 工 事 業 18.2 22.7 59.1

職 別 工 事 業 5.9 17.6 76.5

設 備 工 事 業 11.4 28.6 60.0

12.1 18.2 69.7

卸 売 業 12.5 12.5 75.0

小 売 業 11.8 23.5 64.7

15.2 15.2 69.7

対事業所サービス業 100.0

対 個 人 サ ー ビ ス 業 17.2 17.2 65.5

建 設 業

卸 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業

運 輸 業

情 報 通 信 業

そ の 他

非 製 造 業 計

機 械 器 具

化 学 工 業

窯 業 ・ 土 石

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

金 属 、 同 製 品

７　新規学卒者の採用について 

製 造 業 計

R7 全 国

R7 山 口 県

　①-１　令和７年度の新規学卒者の採用計画

　令和７年度の新規学卒者の採用計画は前年と比べ「採用計画を行わなかった」が１．６ポイント、「採用計
画をし、実際に採用した」が１．１ポイント減少しており、「採用計画をしたが、採用しなかった」が２．６
ポイント増加している。

R5 全 国

R6 山 口 県

R6 全 国

R5 山 口 県

10.3

17.3

72.4

14.9 15.6

69.6

13.8
18.2

68
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20.0

30.0
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新規学卒者採用計画

R5山口県 R6山口県 R7山口県
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事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

R3 全 国 1,936 4,790 3,649 76.2 1.9 1,661 4,081 3,027 74.2 1.8 398 709 622 87.7 1.6

R4 全 国 1,752 4,319 3,271 75.7 1.9 1,488 3,608 2,675 74.1 1.8 368 711 596 83.8 1.6

R5 全 国 1,920 5,133 2,817 54.9 1.5 1,636 4,273 2,192 51.3 1.3 424 860 625 72.7 1.5

R6 全 国 3,369 8,598 2,899 33.7 0.9 3,055 7,318 2,303 31.5 0.8 668 1,280 596 46.6 0.9

R7 全 国 2,977 7,494 2,492 33.3 0.8 2,699 6,267 1,917 30.6 0.7 617 1,227 575 46.9 0.9

R3 山 口 県 45 129 100 77.5 2.2 38 104 83 79.8 2.2 13 25 17 68.0 1.3

R4 山 口 県 53 156 111 71.2 2.1 45 126 88 69.8 2.0 13 30 23 76.7 1.8

R5 山 口 県 36 121 64 52.9 1.8 33 96 42 43.8 1.3 10 25 22 88.0 2.2

R6 山 口 県 69 167 50 29.9 0.7 64 144 44 30.6 0.7 11 23 6 26.1 0.6

R7 山 口 県 65 173 48 27.7 0.7 59 138 35 25.4 0.6 14 35 13 37.1 0.9

製 造 業 25 53 17 32.1 0.7 23 47 15 31.9 0.7 4 6 2 33.3 0.5

非 製 造 業 40 120 31 25.8 0.8 36 91 20 22.0 0.6 10 29 11 37.9 1.1

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

R3 全 国 623 1,104 962 87.1 1.5 507 923 793 85.9 1.6 132 181 169 93.4 1.3

R4 全 国 613 995 889 89.3 1.5 501 810 715 88.3 1.4 125 185 174 94.1 1.4

R5 全 国 666 1,200 892 74.3 1.3 545 966 696 72.0 1.3 155 234 196 83.8 1.3

R6 全 国 1,168 2,129 883 41.5 0.8 1,055 1,831 737 40.3 0.7 199 298 146 49.0 0.7

R7 全 国 1,071 1,995 711 35.6 0.7 958 1,664 551 33.1 0.6 205 331 160 48.3 0.8

R3 山 口 県 14 21 18 85.7 1.3 12 19 16 84.2 1.3 2 2 2 100.0 1.0

R4 山 口 県 18 35 29 82.9 1.6 11 16 14 87.5 1.3 8 19 15 78.9 1.9

R5 山 口 県 8 15 6 40.0 0.8 6 9 4 44.4 0.7 3 6 2 33.3 0.7

R6 山 口 県 6 8 6 75.0 1.0 6 8 6 75.0 1.0 0 0 0 0.0 0.0

R7 山 口 県 19 34 10 29.4 0.5 17 28 7 25.0 0.4 3 6 3 50.0 1.0

製 造 業 3 7 3 42.9 1.0 3 5 3 60.0 1.0 1 2 0 0.0 0.0

非 製 造 業 16 27 7 25.9 0.4 14 23 4 17.4 0.3 2 4 3 75.0 1.5

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

R3 全 国 252 364 331 90.9 1.3 169 244 218 89.3 1.3 89 120 113 94.2 1.3

R4 全 国 185 259 235 90.7 1.3 127 172 154 89.5 1.2 59 87 81 93.1 1.4

R5 全 国 280 456 285 62.5 1.0 205 313 179 57.2 0.9 100 143 106 74.1 1.1

R6 全 国 664 1,123 271 24.1 0.4 552 879 174 19.8 0.3 183 244 97 39.8 0.5

R7 全 国 622 1,113 220 19.8 0.4 539 864 141 16.3 0.3 160 249 79 31.7 0.5

R3 山 口 県 5 7 7 100.0 1.4 5 7 7 100.0 1.4

R4 山 口 県 0 0 0 0.0 0 0 0 0.0 0 0 0 0.0

R5 山 口 県 4 13 3 23.1 0.8 4 7 2 28.6 0.5 3 6 1 16.7 0.3

R6 山 口 県 6 8 4 50.0 0.7 3 4 2 50.0 0.7 3 4 2 50.0 0.7

R7 山 口 県 10 17 0 0.0 0.0 9 13 0 0.0 0.0 2 4 0 0.0 0.0

製 造 業 1 4 0 0.0 0.0 1 2 0 0.0 0.0 1 2 0 0.0 0.0

非 製 造 業 9 13 0 0.0 0.0 8 11 0 0.0 0.0 1 2 0 0.0 0.0

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

事業所
数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
平均採
用人数

R3 全 国 1,192 3,095 2,570 83.0 2.2 774 1,858 1,498 80.6 1.9 557 1,237 1,072 86.7 1.9

R4 全 国 1,126 2,840 2,420 85.2 2.2 807 1,825 1,521 83.3 1.9 441 1,015 899 88.6 2.0

R5 全 国 1,223 3,160 2,281 72.2 1.9 806 1,824 1,243 68.1 1.5 571 1,336 1,038 77.7 1.8

R6 全 国 1,822 4,388 2,014 45.9 1.1 1,384 2,789 1,119 40.1 0.8 764 1,599 895 56.0 1.2

R7 全 国 1,629 3,899 1,605 41.2 1.0 1,241 2,489 833 33.5 0.7 680 1,410 772 54.8 1.1

R3 山 口 県 22 56 49 87.5 2.2 16 37 36 97.3 2.3 9 19 13 68.4 1.4

R4 山 口 県 21 58 45 77.6 2.1 13 29 16 55.2 1.2 12 29 29 100.0 2.4

R5 山 口 県 16 49 24 49.0 1.5 12 34 14 41.2 1.2 8 15 10 66.7 1.3

R6 山 口 県 29 64 36 56.3 1.2 16 37 20 54.1 1.3 16 27 16 59.3 1.0

R7 山 口 県 28 55 13 23.6 0.5 20 32 4 12.5 0.2 12 23 9 39.1 0.8

製 造 業 8 15 3 20.0 0.4 6 9 2 22.2 0.3 4 6 1 16.7 0.3

非 製 造 業 20 40 10 25.0 0.5 14 23 2 8.7 0.1 8 17 8 47.1 1.0

短大卒；含高専
合　計 技　　術　　系 事　　務　　系

大 学 卒
合計 技　　術　　系 事　　務　　系

　①－２　令和７年３月新規学卒者の採用充足状況

　令和７年３月新規学卒者の採用充足状況の合計を見ると、前年に比べ「高校卒」、「専門学校卒」、
「短大卒；含高専」、「大学卒」全てにおいて下がっている。

事　　務　　系

専門学校卒
合　計 技　　術　　系 事　　務　　系

高 校 卒
合　計

（単位：社、人、％）
技　　術　　系
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対象者数 初任給 格差 対象者数 初任給 格差

R3 全 国 3,027 169,740 100.0 622 162,424 100.0

R4 全 国 2,675 175,179 100.0 596 168,248 100.0

R5 全 国 2,192 176,247 100.0 625 171,167 100.0

R6 全 国 2,209 182,279 100.0 561 176,841 100.0

R7 全 国 1,839 189,667 100.0 550 184,481 100.0

R3 山 口 県 83 165,812 97.7 17 151,982 93.6

R4 山 口 県 88 172,102 98.2 23 161,199 95.8

R5 山 口 県 42 178,071 101.0 22 166,600 97.3

R6 山 口 県 41 175,474 96.3 6 173,368 98.0

R7 山 口 県 34 193,187 101.9 13 178,392 96.7

製 造 業 15 182,157 97.9 13 178,392 96.7

非 製 造 業 19 201,895 103.9 11 178,091 95.8

対象者数 初任給 格差 対象者数 初任給 格差

R3 全 国 793 183,333 100.0 169 177,138 100.0

R4 全 国 715 185,750 100.0 174 185,518 100.0

R5 全 国 696 188,818 100.0 196 186,824 100.0

R6 全 国 699 194,430 100.0 134 189,741 100.0

R7 全 国 527 205,674 100.0 150 196,132 100.0

R3 山 口 県 16 182,513 99.6 2 155,200 87.6

R4 山 口 県 14 193,311 104.1 15 181,867 98.0

R5 山 口 県 4 186,625 98.8 2 183,800 98.4

R6 山 口 県 6 184,200 94.7 0 0 0.0

R7 山 口 県 7 188,209 91.5 3 214,333 109.3

製 造 業 3 176,667 87.3 0 0 0.0

非 製 造 業 4 196,865 94.5 3 214,333 109.3

対象者数 初任給 格差 対象者数 初任給 格差

R3 全 国 218 183,127 100.0 113 181,588 100.0

R4 全 国 154 182,695 100.0 81 187,296 100.0

R5 全 国 179 186,816 100.0 106 183,778 100.0

R6 全 国 169 196,557 100.0 91 190,307 100.0

R7 全 国 169 196,557 100.0 91 190,307 100.0

R3 山 口 県 7 175,100 95.6

R4 山 口 県 0 0

R5 山 口 県 2 191,650 102.6 1 175,600 95.5

R6 山 口 県 1 180,000 91.6 2 181,200 95.2

R7 山 口 県 0 0 0.0 0 0 0.0

製 造 業 0 0 0.0 0 0 0.0

非 製 造 業 0 0 0.0 0 0 0.0

対象者数 初任給 格差 対象者数 初任給 格差

R3 全 国 1,498 204,251 100.0 1,072 200,897 100.0

R4 全 国 1,521 204,522 100.0 899 202,092 100.0

R5 全 国 1,243 208,040 100.0 1,038 205,510 100.0

R6 全 国 1,057 216,221 100.0 855 211,243 100.0

R7 全 国 1,057 216,221 100.0 855 211,243 100.0

R3 山 口 県 36 204,759 100.2 13 200,869 100.0

R4 山 口 県 16 200,420 98.0 29 199,252 98.6

R5 山 口 県 14 213,021 102.4 10 204,020 99.3

R6 山 口 県 17 257,453 119.1 15 194,664 92.2

R7 山 口 県 3 220,267 98.3 9 230,524 104.3

製 造 業 2 205,400 93.5 1 223,000 100.8

非 製 造 業 1 250,000 110 8 231,465 104.9

短大卒；含高専
技 術 系 事 務 系

　（単位：人、円、％）

　①－３　令和７年３月新規学卒者の初任給（加重平均）

　令和７年３月新規学卒者の初任給は、令和６年３月と比べると高校卒は、技術系、事務系ともに増
加しており、大学卒は、事務系は増加、技術系は減少している。

高　校　卒
技 術 系 事 務 系

専門学校卒
技 術 系 事 務 系

大　学　卒
技 術 系 事 務 系

※加重平均とは、各事業所の一人当たり平均初任給額に採用人数を乗じて得た数の総和を採用人数の総和で除した数値

21



（単位：％）
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し
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た

採
用
募
集
を

行
わ
な
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た

47.9 13.0 39.2

50.9 11.9 37.2 事業所数
採用計画人
数（A）

採用実績人
数（B）

充足率
（B/A）

平均採用人
数

48.6 12.1 39.2 R4年度 全 国 10,042 37,346 28,766 77.0% 2.9

45.7 15.7 38.6 R5年度 全 国 10,106 39,637 31,195 78.7% 3.1

44.1 12.8 43.1 R6年度 全 国 8,971 33,692 26,202 77.8% 2.9

48.0 12.1 39.9 R4年度山口県 190 642 479 74.6% 2.5

1 ～   9人 13.8 6.9 79.3 R5年度山口県 155 594 473 79.6% 3.1

1 ～   4人 100.0 R6年度山口県 146 527 423 80.3% 2.9

5 ～   9人 26.1 13.0 60.9

10 ～  29人 58.6 18.4 23.0

10 ～  20人 56.7 21.7 21.7

21 ～  29人 63.0 11.1 25.9

30 ～  99人 76.3 8.5 15.3

100 ～ 300人 73.3 20.0 6.7

51.6 7.4 41.1

34.8 4.3 60.9

66.7 33.3

42.9 57.1

57.1 42.9

60.0 8.0 32.0

100.0

50.0 18.8 31.3

85.7 14.3

20.0 80.0

45.8 15.0 39.2

100.0

81.8 18.2

50.7 18.7 30.7

総 合 工 事 業 63.6 22.7 13.6

職 別 工 事 業 38.9 11.1 50.0

設 備 工 事 業 48.6 20.0 31.4

36.4 18.2 45.5

卸 売 業 43.8 6.3 50.0

小 売 業 29.4 29.4 41.2

30.3 9.1 60.6

対事業所サ ービ ス業 25.0 50.0 25.0

対 個 人 サ ー ビ ス 業 31.0 3.4 65.5

８　従業員の中途採用について 

R6 全 国

R5 山 口 県

建 設 業

R7 山 口 県

製 造 業 計

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

R5 全 国

R6 山 口 県

　①　令和６年度の中途採用者の採用結果と採用計画および採用充足状況

　令和６年度の中途採用者の採用結果は「採用募集をし、実際に採用した」が４８．０％で最も多くなって
いる。採用充足状況は前年度より０．７ポイント増加している。

卸 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業

窯 業 ・ 土 石

化 学 工 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

非 製 造 業 計

運 輸 業

R7 全 国

合　計

情 報 通 信 業

190
155 146

642
594 527

479 473
423

74.6%
79.6% 80.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

100

200

300

400

500

600

700

R4年度山口県 R5年度山口県 R6年度山口県

令和６年度の中途採用者の採用計画と採用充足状

況

事業所数 採用計画人数（A）

採用実績人数（B） 合 計充足率（B/A）
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15.9 27.3 24.1 19.9 6.3 6.5

15.2 25.5 23.6 21.3 6.5 8.0

15.0 26.4 22.0 21.4 6.0 9.2

13.2 26.0 22.7 21.8 6.2 10.1

17.2 23.1 24.1 17.2 8.6 9.9

16.7 24.3 23.9 19.9 8.7 6.5

12.1 23.3 23.9 26.8 5.3 8.7

17.3 20.8 23.9 22.7 4.7 10.6

1 ～   9人 10.0 20.0 20.0 30.0 5.0 15.0

1 ～   4人

5 ～   9人 10.0 20.0 20.0 30.0 5.0 15.0

10 ～  29人 15.0 18.0 25.0 22.0 8.0 12.0

10 ～  20人 18.3 16.7 20.0 23.3 10.0 11.7

21 ～  29人 10.0 20.0 32.5 20.0 5.0 12.5

30 ～  99人 19.0 22.8 23.4 19.0 3.3 12.5

100 ～ 300人 17.6 20.2 24.4 27.7 4.2 5.9

17.6 18.3 26.8 24.6 4.9 7.7

33.3 6.7 26.7 13.3 6.7 13.3

60.0 20.0 20.0

18.2 9.1 18.2 54.5

28.6 19.0 14.3 28.6 9.5

12.1 9.1 27.3 30.3 6.1 15.2

7.1 7.1 35.7 42.9 7.1

12.9 48.4 22.6 9.7 6.5

30.0 10.0 40.0 10.0 10.0

50.0 50.0

17.1 22.1 22.4 21.7 4.6 12.1

100.0

5.8 19.8 25.6 30.2 9.3 9.3

15.7 28.7 20.9 25.2 9.6

総 合 工 事 業 7.1 39.3 7.1 32.1 14.3

職 別 工 事 業 9.5 28.6 19.0 38.1 4.8

設 備 工 事 業 21.2 24.2 27.3 18.2 9.1

30.3 21.2 30.3 6.1 6.1 6.1

卸 売 業 31.3 25.0 31.3 6.3 6.3

小 売 業 29.4 17.6 29.4 5.9 5.9 11.8

32.6 10.9 13.0 8.7 6.5 28.3

対事業所サービス業 100.0

対 個 人 サ ー ビ ス 業 33.3 11.1 13.3 6.7 6.7 28.9

　②　令和６年度中途採用者の年齢層（複数回答）

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

化 学 工 業

（単位：％）

R4 全 国

R6 山 口 県

R7 全 国

　令和６年度中途採用者の年齢層は「３５歳～４４歳」が２３．９％で最も多く、次いで「４５～５
５歳」が２２．７％となっている。

R6 全 国

R5 山 口 県

R7 山 口 県

製 造 業 計

食 料 品

R5 全 国

サ ー ビ ス 業

卸 ・ 小 売 業

運 輸 業

建 設 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

情 報 通 信 業

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

非 製 造 業 計

R4 山 口 県

16.7

24.3

23.9

19.9

8.7

6.5

12.1

23.3

23.9

26.8

5.3

8.7

17.3

20.8

23.9

22.7

4.7

10.6
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中途採用者の年齢層

R7山口県 R6山口県 R5山口県
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9.8 45.3 2.1 34.3 0.4 8.2

12.2 46.1 2.6 32.2 7.0

1 ～   9人 18.2 27.3 45.5 9.1

1 ～   4人

5 ～   9人 18.2 27.3 45.5 9.1

10 ～  29人 8.3 45.8 4.2 31.3 10.4

10 ～  20人 9.7 58.1 6.5 22.6 3.2

21 ～  29人 5.9 23.5 47.1 23.5

30 ～  99人 13.3 46.7 2.2 33.3 4.4

100 ～ 300人 18.2 63.6 18.2

17.0 40.4 2.1 34.0 6.4

14.3 42.9 14.3 14.3 14.3

50.0 50.0

100.0

50.0 25.0 25.0

13.3 46.7 33.3 6.7

100.0

28.6 57.1 14.3

16.7 33.3 50.0

100.0

8.8 50.0 2.9 30.9 7.4

100.0

88.9 11.1

16.2 40.5 2.7 27.0 13.5

総 合 工 事 業 21.4 42.9 7.1 14.3 14.3

職 別 工 事 業 14.3 28.6 28.6 28.6

設 備 工 事 業 12.5 43.8 37.5 6.3

45.5 9.1 45.5

卸 売 業 33.3 66.7

小 売 業 60.0 20.0 20.0

60.0 40.0

対事業所サービス業 100.0

対 個 人 サ ー ビ ス 業 55.6 44.4

R7 全 国

　③　中途採用の際に最も重視した項目

　中途採用の際に最も重視した項目は「経験を活かし即戦力になるから」が４６．１％で最も多く、
次いで「職場への適応力があるから」が３２．２％となっている。

（単位：％）

非 製 造 業 計

R7 山 口 県

製 造 業 計

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

化 学 工 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

情 報 通 信 業

運 輸 業

建 設 業

卸 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業
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中途採用の際に最も重視した項目

R7全国
R7山口県
製造業
非製造業
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（単位：％）

引上げた 引下げた
今年は実施し
ない(凍結)

７月以降
引上げる予定

７月以降
引下げる予定

未　定

42.5 0.9 22.1 8.9 0.6 25.0
50.6 0.4 16.6 11.3 0.6 20.5
58.1 0.3 11.0 12.3 0.6 17.7
60.6 0.4 10.4 12.6 0.5 15.6
55.9 0.3 7.6 14.3 0.6 21.3
35.4 1.2 26.2 6.4 0.2 30.4
47.2 0.5 18.1 13.1 0.5 20.5
54.6 0.0 13.2 14.9 0.9 16.4
56.4 0.7 12.8 12.1 0.3 17.6
56.1 6.1 14.2 0.4 23.2

1 ～   9人 30.6 10.6 20.0 1.2 37.6
1 ～   4人 23.1 10.3 12.8 53.8
5 ～   9人 37.0 10.9 26.1 2.2 23.9

10 ～  29人 65.5 2.3 13.8 18.4
10 ～  20人 61.7 1.7 18.3 18.3
21 ～  29人 74.1 3.7 3.7 18.5
30 ～  99人 72.9 5.1 10.2 11.9

100 ～ 300人 80.0 6.7 13.3
61.1 6.3 9.5 1.1 22.1
39.1 4.3 21.7 4.3 30.4
66.7 33.3
28.6 14.3 14.3 42.9
71.4 14.3 14.3
84.0 16.0
50.0 50.0
68.8 12.5 6.3 12.5
57.1 14.3 28.6
60.0 20.0 20.0
53.0 6.0 17.2 23.8

100.0
63.6 36.4
53.3 5.3 22.7 18.7

総 合 工 事 業 72.7 4.5 9.1 13.6
職 別 工 事 業 50.0 11.1 22.2 16.7
設 備 工 事 業 42.9 2.9 31.4 22.9

54.5 6.1 18.2 21.2
卸 売 業 68.8 6.3 12.5 12.5
小 売 業 41.2 5.9 23.5 29.4

45.2 9.7 9.7 35.5
対事業所サービス業 50.0 25.0 25.0
対 個 人 サ ー ビ ス 業 44.4 7.4 7.4 40.7

R5 全 国

R3 全 国
R4 全 国

９　賃金改定について
　①－１　令和７年１月１日から令和７年７月１日までの賃金改定実施状況

　令和７年１月１日から令和７年７月１日（調査時点）までの賃金改定実施状況は、「引上げ
た」が５６．１％と最も多く、次いで、「７月以降引上げる予定」が１４．２％となっている。

木 材 ・ 木 製 品

R6 全 国

R7 山 口 県

R4 山 口 県
R5 山 口 県
R6 山 口 県

製 造 業 計
食 料 品
繊 維 工 業

R3 山 口 県
R7 全 国

サ ー ビ ス 業

印 刷 ・ 同 関 連
窯 業 ・ 土 石
化 学 工 業
金 属 、 同 製 品
機 械 器 具
そ の 他

非 製 造 業 計
情 報 通 信 業
運 輸 業
建 設 業

卸 ・ 小 売 業

35.4 

47.2 

54.6 

56.4 56.1 

26.2 

18.1 
13.2 12.8 6.1 

6.4 

13.1 

14.9 12.1 14.2 

30.4 

20.5 16.4 17.6 

23.2 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

R3 R4 R5 R6 R7

賃金改定実施状況
引上げた

引下げた

今年は実施しない

（凍結）

７月以降引上げる

予定

７月以降引下げる

予定

未 定

（％）
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（単位：人、円、％）

対象者数 改定前の賃金 改定後の賃金 平均昇給額 昇給率 格差

264,748 252,653 257,568 4,915 2.0 100.0
264,768 255,550 261,863 6,313 2.5 100.0
274,342 255,784 264,341 8,557 3.3 100.0
270,741 261,899 271,699 9,800 3.7 100.0
208,537 272,148 282,456 10,308 3.8 100.0

4,899 257,028 260,855 3,827 1.5 77.9
5,447 253,735 259,671 5,936 2.3 94.0
4,708 251,044 259,489 8,445 3.4 98.7
3,977 263,383 271,573 8,190 3.1 83.6
3,902 270,593 281,177 10,584 3.9 102.7

1 ～   9人 108 267,494 276,647 9,153 3.4 92.7
1 ～   4人 19 263,612 272,738 9,126 3.5 100.7
5 ～   9人 89 268,323 277,482 9,159 3.4 90.5

10 ～  29人 824 267,899 280,342 12,443 4.6 119.0
10 ～  20人 350 272,060 282,909 10,849 4.0 103.5
21 ～  29人 474 264,827 278,446 13,619 5.1 130.4
30 ～  99人 1,581 278,425 288,595 10,170 3.7 100.1

100 ～ 300人 1,389 263,517 273,581 10,064 3.8 96.3
1,743 267,288 276,531 9,243 3.5 93.6

92 244,046 255,043 10,997 4.5 122.0
16 179,264 187,567 8,303 4.6 96.6
43 292,535 305,081 12,546 4.3 136.7

211 231,070 234,326 3,256 1.4 42.2
620 282,950 292,523 9,573 3.4 90.0

397 267,732 277,344 9,612 3.6 96.3
273 272,186 282,526 10,340 3.8 99.1
91 254,974 267,781 12,807 5.0 125.7

2,159 273,260 284,928 11,668 4.3 107.4
28 263,946 268,679 4,733 1.8 40.6

646 220,278 229,734 9,456 4.3 104.3
923 304,864 317,722 12,858 4.2 103.7

総 合 工 事 業 338 301,985 313,799 11,814 3.9 99.3
職 別 工 事 業 131 287,475 301,976 14,501 5.0 111.9
設 備 工 事 業 454 312,025 325,186 13,161 4.2 101.4

370 295,979 311,802 15,823 5.4 159.7
卸 売 業 204 307,451 327,504 20,053 6.5 195.7
小 売 業 166 281,882 292,505 10,623 3.8 116.7

192 257,171 263,561 6,390 2.5 59.3
対事業所サービス業 8 234,062 238,000 3,938 1.7 36.1
対 個 人 サ ー ビ ス 業 184 258,175 264,673 6,498 2.5 62.0

　①－２　平均昇給額（加重平均）

金 属 、 同 製 品

木 材 ・ 木 製 品
繊 維 工 業

　平均昇給額は１０，５８４円で、前年の昇給額８，１９０円よりも２，３９４円増加している。
また、全国の１０，３０８円より２７６円上回っている。

製 造 業 計

印 刷 ・ 同 関 連
窯 業 ・ 土 石
化 学 工 業

食 料 品

R7 山 口 県
R6 山 口 県

R6 全 国
R7 全 国

R3 全 国

サ ー ビ ス 業

機 械 器 具
そ の 他

非 製 造 業 計
情 報 通 信 業

卸 ・ 小 売 業

運 輸 業
建 設 業

R4 全 国
R5 全 国

R5 山 口 県
R4 山 口 県
R3 山 口 県

257,568

261,863

264,341

271,699

282,456

260,855
259,671 259,489

271,573

281,177

4,915

6,313

8,557

9,800
10,308

3,827 
5,936 

8,445 8,190 

10,584 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

250,000

255,000

260,000

265,000

270,000

275,000

280,000

285,000

290,000

R3 R4 R5 R6 R7 （年）

改定後の賃金・平均昇給(加重平均）

改定後の賃金

（全国）

改定後の賃金

（山口県）

昇給額（全国）

昇給額（山口県）

（円）（円）
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定
期
昇
給

ベ
ー

ス
ア
ッ

プ

基
本
給
の
引
上

げ
（

定
期
昇
給

制
度
の
な
い
事

業
所
）

諸
手
当
の
改
定

臨
時
給
与
（

夏

季
・
年
末
賞
与

な
ど
）

の
引
上

げ

62.4 14.1 30.0 12.6 5.2

60.3 13.8 30.8 12.0 7.8

52.6 25.6 35.2 16.0 11.4

54.1 31.2 34.9 16.5 14.0

57.1 29.9 32.0 15.4 11.6

60.2 12.9 31.7 9.7 5.9

65.4 10.9 27.6 10.9 8.3

49.8 20.4 35.5 11.0 11.0

55.6 30.1 31.1 17.3 17.9

62.4 34.1 28.3 13.3 11.6

1 ～   9人 55.8 23.3 32.6 9.3 7.0

1 ～   4人 57.1 28.6 28.6 7.1

5 ～   9人 55.2 20.7 34.5 13.8 6.9

10 ～  29人 52.2 30.4 37.7 13.0 17.4

10 ～  20人 50.0 20.8 43.8 10.4 16.7

21 ～  29人 57.1 52.4 23.8 19.0 19.0

30 ～  99人 79.6 46.9 12.2 18.4 8.2

100 ～ 300人 75.0 41.7 25.0 8.3 8.3

62.7 32.8 28.4 13.4 4.5

50.0 28.6 42.9 14.3

50.0 50.0

66.7 33.3 33.3

50.0 50.0 33.3

90.5 33.3 9.5 23.8 4.8

100.0 100.0

58.3 33.3 25.0 8.3

40.0 20.0 60.0 20.0

33.3 33.3 33.3 33.3

62.3 34.9 28.3 13.2 16.0

100.0

42.9 28.6 42.9 28.6

56.1 28.1 35.1 15.8 22.8

総 合 工 事 業 66.7 22.2 22.2 16.7 22.2

職 別 工 事 業 30.8 23.1 61.5 7.7 30.8

設 備 工 事 業 61.5 34.6 30.8 19.2 19.2

79.2 54.2 16.7 12.5 12.5

卸 売 業 76.9 53.8 15.4 7.7

小 売 業 81.8 54.5 18.2 27.3 18.2

64.7 35.3 17.6 5.9

対 事 業 所 サ ー ビ ス 業 100.0 33.3 33.3

対 個 人 サ ー ビ ス 業 57.1 35.7 14.3 7.1

R6 全 国

R6 山 口 県

繊 維 工 業

R3 全 国

R3 山 口 県

サ ー ビ ス 業

化 学 工 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

非 製 造 業 計

卸 ・ 小 売 業

情 報 通 信 業

建 設 業

R5 山 口 県

運 輸 業

　②　賃金改定の内容（複数回答）

R4 全 国

R5 全 国

　賃金改定の内容は、「定期昇給」が６２．４％で最も多く、次いで「ベースアップ」が３４．１％と
なっており、いずれも前年と比べ増加している。

製 造 業 計

食 料 品

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

（単位：％）

R4 山 口 県

R7 全 国

R7 山 口 県

木 材 ・ 木 製 品

49.8

62.4 62.7 62.3

20.4

34.1 32.8 34.935.5
28.3 28.4 28.3

11.0 13.3 13.4 13.211.0 11.6
4.5

16.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

R6山口県 R7山口県 製造業 非製造業

賃金改定の内容（複数回答）

定期昇給

ベースアップ

基本給の引上げ

諸手当の改定

臨時給与

（％）
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（単位：％）

企
業
の
業
績

世
間
相
場

労
働
力
の

確
保
・
定
着

物
価
の
動
向

労
使
関
係
の
安
定

親
会
社
又
は
関
連

会
社
の
改
定
の
動

向

前
年
度
の
改
定
実

績

賃
上
げ
ム
ー

ド

燃
料
費
の
動
向

重
視
し
た

要
素
は
無
い

そ
の
他

57.8 20.0 58.4 4.7 24.1 3.4 18.2 1.5 1.1 3.5 4.3
56.4 24.4 59.2 21.6 19.8 3.3 15.6 6.3 3.6 2.7 4.3
49.4 29.5 59.5 45.0 17.6 3.7 11.1 18.4 5.6 1.9 2.7
52.6 36.6 64.0 48.4 17.8 3.8 11.8 24.7 5.1 1.4 2.1
51.5 37.5 61.5 44.7 16.0 3.7 14.0 21.8 4.2 1.6 2.6
60.9 18.6 55.3 5.0 21.7 2.5 18.0 1.9 0.6 2.5 6.8
58.9 24.7 66.2 21.5 16.9 2.3 15.1 5.9 4.1 2.7 6.8
46.9 29.9 55.5 37.8 15.7 1.6 11.8 18.9 4.3 3.1 2.0
52.8 42.1 61.0 47.2 17.4 6.2 10.8 26.7 3.6 0.5 2.1
52.6 36.8 64.3 43.9 15.8 3.5 16.4 18.7 4.7 1.8 1.2

1 ～   9人 44.2 25.6 46.5 44.2 16.3 2.3 7.0 20.9 4.7 4.7
1 ～   4人 57.1 28.6 28.6 35.7 14.3 14.3 14.3
5 ～   9人 37.9 24.1 55.2 48.3 17.2 3.4 10.3 24.1 6.9

10 ～  29人 55.9 41.2 66.2 51.5 16.2 4.4 14.7 13.2 2.9 1.5 2.9
10 ～  20人 53.2 31.9 70.2 48.9 17.0 4.3 12.8 10.6 4.3 2.1
21 ～  29人 61.9 61.9 57.1 57.1 14.3 4.8 19.0 19.0 9.5
30 ～  99人 54.2 37.5 70.8 39.6 16.7 2.1 27.1 20.8 8.3

100 ～ 300人 58.3 50.0 91.7 16.7 8.3 8.3 16.7 33.3
49.3 41.8 64.2 38.8 11.9 1.5 22.4 20.9 3.0 1.5 1.5
64.3 50.0 35.7 14.3 7.1 14.3 21.4
50.0 50.0 50.0 50.0
33.3 33.3 66.7 33.3
16.7 16.7 33.3 50.0 16.7 16.7 33.3
47.6 38.1 81.0 57.1 9.5 4.8 28.6 28.6 9.5 4.8 4.8

100.0 100.0
41.7 41.7 75.0 50.0 25.0 16.7 25.0
80.0 60.0 80.0 20.0 20.0 60.0
33.3 66.7 66.7 33.3
54.8 33.7 64.4 47.1 18.3 4.8 12.5 17.3 5.8 1.9 1.0

100.0
28.6 57.1 71.4 42.9 42.9 14.3 14.3 28.6
59.6 31.6 68.4 43.9 15.8 1.8 14.0 12.3 5.3 3.5 1.8

総 合 工 事 業 83.3 33.3 72.2 44.4 16.7 27.8 22.2 11.1
職 別 工 事 業 61.5 38.5 61.5 53.8 7.7 7.7 15.4 7.7 7.7
設 備 工 事 業 42.3 26.9 69.2 38.5 19.2 3.8 7.7 3.8 7.7

58.3 29.2 50.0 50.0 20.8 8.3 12.5 20.8 4.2
卸 売 業 76.9 23.1 46.2 53.8 23.1 7.7 7.7 23.1
小 売 業 36.4 36.4 54.5 45.5 18.2 9.1 18.2 18.2 9.1

40.0 40.0 73.3 60.0 13.3 6.7 6.7 26.7 13.3
対事業所サービス業 100.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0
対個人サービス業 30.8 38.5 76.9 61.5 15.4 7.7 23.1 7.7

サ ー ビ ス 業

窯 業 ・ 土 石

化 学 工 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

卸 ・ 小 売 業

建 設 業

そ の 他

運 輸 業

情 報 通 信 業

非 製 造 業 計

木 材 ・ 木 製 品

R7 全 国

R7 山 口 県

R5 全 国

R5 山 口 県

印 刷 ・ 同 関 連

　③　賃金改定の決定要素（複数回答）

　賃金改定の決定要素は、「労働力の確保・定着」が６４．３％で最も多く、次いで「企業の業績」
５２．６％、「物価の動向」４３．９％となっている。

製 造 業 計

食 料 品

繊 維 工 業

R4 全 国

R4 山 口 県

R6 山 口 県

R6 全 国

R3 全 国

R3 山 口 県

26.7 

18.7 

42.1 

36.8 

47.2 

43.9 

52.8 

52.6 

61.0 

64.3 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

Ｒ
６
山
口
県

Ｒ
７
山
口
県

賃金改定の決定要素（複数回答、上位５項目）

労働力の確保・定着 企業の業績 物価の動向 世間の相場 賃上げムード
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（単位：％）

ある ない

6.9 93.1

7.1 92.9

7.1 92.9

7.1 92.9

6.8 93.2

5.8 94.2

6.3 93.7

7.5 92.5

8.3 91.7

10.1 89.9

1 ～   9人 8.0 92.0

1 ～   4人 12.2 87.8

5 ～   9人 4.3 95.7

10 ～  29人 4.6 95.4

10 ～  20人 3.3 96.7

21 ～  29人 7.4 92.6

30 ～  99人 11.9 88.1

100 ～ 300人 46.7 53.3

8.4 91.6

4.3 95.7

100.0

100.0

28.6 71.4

4.0 96.0

100.0

18.8 81.3

100.0

20.0 80.0

11.1 88.9

100.0

45.5 54.5

4.0 96.0

総 合 工 事 業 4.5 95.5

職 別 工 事 業 5.6 94.4

設 備 工 事 業 2.9 97.1

12.1 87.9

卸 売 業 6.3 93.8

小 売 業 17.6 82.4

12.1 87.9

対事業所サービス業 100.0

対 個 人 サ ー ビ ス 業 13.8 86.2

化 学 工 業

建 設 業

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

卸 ・ 小 売 業

サ ー ビ ス 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

運 輸 業

１０　労働組合について

　労働組合の有無は、「ある」が１０．１％で、全国の６．８％より３．３ポイント高い組織率となっ
ている。

R6 全 国

R7 全 国

R4 全 国

R5 全 国

R6 山 口 県

製 造 業 計

　①　労働組合の有無

食 料 品

R7 山 口 県

R4 山 口 県

R5 山 口 県

R3 山 口 県

R3 全 国

6.8

10.1 

8.4

11.1

93.2

89.9 

91.6

88.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R7全国

R7山口県

製造業

非製造業

労働組合の有無

ある ない
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（単位：％）

労
働
組
合
ま
た
は
労

働
者
の
過
半
数
を
代

表
す
る
組
織

労
使
委
員
会

経
営
層
を
交
え
た
意

見
交
換
会

(

そ
の
他

任
意
の
組
織
や
場
）

等 特
に
設
け
て
い
な
い

12.7 1.7 19.1 68.2

11.8 1.7 16.9 71.3

1 ～   9人 3.8 7.5 88.8

1 ～   4人 8.3 91.7

5 ～   9人 6.8 6.8 86.4

10 ～  29人 7.1 1.2 22.6 70.2

10 ～  20人 5.3 1.8 17.5 77.2

21 ～  29人 11.1 33.3 55.6

30 ～  99人 22.4 5.2 22.4 55.2

100 ～ 300人 40.0 13.3 46.7

14.3 1.1 22.0 64.8

22.7 77.3

33.3 66.7

100.0

57.1 14.3 28.6

12.0 4.0 36.0 48.0

50.0 50.0

21.4 21.4 64.3

100.0

20.0 40.0 60.0

10.3 2.1 13.7 75.3

100.0

54.5 9.1 36.4

6.9 1.4 20.8 70.8

総 合 工 事 業 23.8 76.2

職 別 工 事 業 5.6 16.7 77.8

設 備 工 事 業 12.1 3.0 21.2 63.6

9.7 3.2 6.5 87.1

卸 売 業 6.7 6.7 86.7

小 売 業 12.5 6.3 6.3 87.5

3.2 9.7 87.1

対 事 業 所 サ ー ビ ス 業 25.0 75.0

対 個 人 サ ー ビ ス 業 11.1 88.9

労働組合または労働者の過半数を代表する組織

R7 全 国

１１　労使コミュニケーションについて
　①　労使の意見を収集し協議を行う機会や場（複数回答）

　労使の意見を収集し協議を行う機会や場は、「特に設けていない」が７１．３％で最も多く、次いで
「経営層を交えた意見交換会(その他任意の組織や場）等」が１６．９％となっている。

機 械 器 具

R7 山 口 県

製 造 業 計

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

化 学 工 業

金 属 、 同 製 品

サ ー ビ ス 業

そ の 他

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

運 輸 業

建 設 業

卸 ・ 小 売 業

12.7 11.8 14.3
10.3

1.7 1.7 1.1 2.1

19.1 16.9
22.0

13.7

68.2 71.3
64.8

75.3

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

R7全国 R7山口県 製造業 非製造業

労使の意見を収集し協議を行う機会や場（複数回答）

労働組合または労働者の

過半数を代表する組織

労使委員会

経営層を交えた意見交換

会(その他任意の組織や

場）等

特に設けていない

（％）
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（単位：％）

経
営
に
関
す
る
事
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生
産
性
向
上
（

品
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）

に
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事
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項

（
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む
）

教
育
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練
計
画
に
関

す
る
事
項

定
年
制
・
勤
務
延

長
・
再
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用
に
関
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る
事
項

安
全
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に
関
す
る

事
項

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
関

す
る
事
項

男
女
均
等
・
仕
事
と

家
庭
の
両
立
に
関
す

る
事
項

福
利
厚
生
・
文
化
・

体
育
・
レ
ジ
ャ
ー

活

動
に
関
す
る
事
項

正
社
員
以
外
の
労
働

者
に
関
す
る
事
項

同
一
労
働
同
一
賃
金

に
関
す
る
事
項

そ
の
他

31.8 49.4 38.1 68.0 29.9 26.8 21.8 51.9 28.2 13.3 30.4 8.8 5.3 1.4
36.8 44.1 42.6 73.5 35.3 29.4 29.4 48.5 27.9 16.2 36.8 8.8 5.9 2.9

1 ～   9人 44.2 25.6 46.5 44.2 16.3 2.3 7.0 20.9 4.7 4.7
1 ～   4人 57.1 28.6 28.6 35.7 14.3 14.3 14.3
5 ～   9人 37.9 24.1 55.2 48.3 17.2 3.4 10.3 24.1 6.9

10 ～  29人 55.9 41.2 66.2 51.5 16.2 4.4 14.7 13.2 2.9 1.5 2.9
10 ～  20人 53.2 31.9 70.2 48.9 17.0 4.3 12.8 10.6 4.3 2.1
21 ～  29人 61.9 61.9 57.1 57.1 14.3 4.8 19.0 19.0 9.5
30 ～  99人 54.2 37.5 70.8 39.6 16.7 2.1 27.1 20.8 8.3

100 ～ 300人 58.3 50.0 91.7 16.7 8.3 8.3 16.7 33.3
28.1 53.1 34.4 75.0 40.6 28.1 21.9 40.6 12.5 12.5 28.1 12.5
20.0 80.0 40.0 40.0 40.0 60.0 40.0 60.0

100.0 100.0 100.0 100.0

20.0 20.0 100.0 40.0 20.0 40.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0
30.8 46.2 38.5 76.9 23.1 23.1 23.1 46.2 15.4 30.8 15.4

100.0 100.0 100.0
40.0 60.0 60.0 100.0 80.0 40.0 40.0 20.0 20.0 20.0 20.0

100.0 100.0 50.0 50.0 50.0 50.0
44.4 36.1 50.0 72.2 30.6 30.6 36.1 55.6 41.7 19.4 44.4 5.6 11.1 5.6

28.6 28.6 71.4 85.7 57.1 28.6 71.4 85.7 42.9 42.9 57.1 28.6 42.9 28.6
42.9 42.9 42.9 76.2 28.6 42.9 33.3 52.4 38.1 19.0 47.6 4.8

総 合 工 事 業 40.0 40.0 20.0 80.0 20.0 60.0 40.0 80.0 40.0 40.0 40.0
職 別 工 事 業 50.0 75.0 75.0 75.0 50.0 25.0 25.0 50.0 50.0 50.0
設 備 工 事 業 41.7 33.3 41.7 75.0 25.0 41.7 33.3 41.7 33.3 16.7 50.0 8.3

75.0 25.0 75.0 100.0 25.0 25.0 50.0 50.0 25.0
卸 売 業 100.0 50.0 100.0 100.0 50.0 100.0 50.0 50.0
小 売 業 50.0 50.0 100.0 50.0 50.0

50.0 25.0 25.0 25.0 50.0 25.0
対事業所サービス業 100.0 100.0 100.0 100.0
対 個 人 サ ー ビ ス 業 33.3 33.3 33.3 33.3

R7 全 国

　②　労使協議の機会や場で行っている協議内容（複数回答）
　労使協議の機会や場で行っている協議内容は、「労働時間・休日・休暇に関する事項」が７３．５％
で最も多く、次いで「安全衛生に関する事項」４８．５％、「生産性向上（品質管理）に関する事項」
４４．１％となった。

R7 山 口 県

製 造 業 計

食 料 品

繊 維 工 業

木 材 ・ 木 製 品

サ ー ビ ス 業

印 刷 ・ 同 関 連

窯 業 ・ 土 石

化 学 工 業

金 属 、 同 製 品

機 械 器 具

そ の 他

非 製 造 業 計

情 報 通 信 業

運 輸 業

建 設 業

卸 ・ 小 売 業

68.0 
73.5 75.0 72.2 

51.9 48.5 
40.6 

55.6 
49.4 

44.1 
53.1 

36.1 38.1 
42.6 

34.4 

50.0 

31.8 
36.8 

28.1 

44.4 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

R7全国 R7山口県 製造業 非製造業

労使協議の機会や場で行っている協議内容（複数回答、上位５項目）

労働時間・休日・休暇に関する事項 安全衛生に関する事項 生産性向上（品質管理）に関する事項

賃金・退職給付に関する事項 経営に関する事項
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山口県中小企業団体中央会 

〒753-0074 山口市中央四丁目５番１６号山口県商工会館内 

電話 083-922-2606  FAX 083-925-1860 

https://axis.or.jp/ 
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